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第１章 地域福祉計画の策定について 

第１節  地域福祉計画策定の趣旨 

 
（１） 地域共生社会の理念 

超高齢社会、人口減少、複合的な支援を必要とする人が増加する中、「地域共生社会」では、こう
した社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」
という関係を超えて、地域住⺠や地域の多様な主体が地域の課題を『我が事』として主体的にとらえて、
包括的に『丸ごと』受け止めて課題解決に参画し、人と人、人と資源が世代や分野を越えつながることで、
住⺠⼀人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すものです。 

 
（２） 社会福祉法改正の概要 

社会福祉法が改正（平成２９年６月２日交付・平成３０年４月１日施⾏）され、地域福祉
計画及び地域福祉支援計画の策定について、任意とされていたものが努⼒義務とされ、福祉の各分野
における共通事項を定めた「上位計画」として位置づけられました。（第１０７条、第１０８条） 
 
（３） 本市の地域福祉を取り巻く環境 

本市においても、人口減少、少子高齢化が進⾏し、人口減少が続いており、この傾向は今後も続くと
予想されています。子どもの出生数は、年によって偏りが⾒られますが、概ね２８０人前後で推移し、緩
やかな減少傾向にあります。合計特殊出生率は、全国平均より高いものの、人口維持に必要な数値を
下回っています。高齢化率も３６パーセントで、世帯構造においては、高齢世帯・単身世帯の⼀般世
帯に占める割合が高くなっている状況です。 

地域福祉を取り巻く課題は年々多様化・複雑化してきており、何らかの支援を必要とする人を地域全
体で支えることの必要性はますます高まってきています。 
 

第２節  地域福祉計画の策定について 

 
（１）地域福祉計画の性格・役割 

地域福祉計画は、地域住⺠等の参加を得て、地域生活課題を明らかにするとともに、その解決を図
るための具体的な仕組みや取組みを定めるものであり、住⺠ニーズや地域の現状を踏まえた住⺠本位の
施策が構築できます。また、福祉各分野の共通事項が記載されることから、福祉分野の「上位計画」とし
て位置づけられており、他の福祉計画等と調和を図り、かつ福祉・保健・医療及び生活関連分野との連
携を確保して策定する必要があります。 
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（２）地域福祉計画の組み⽴て 
・地域福祉計画に盛り込む事項 

①地域における高齢者、障害者、児童、その他の福祉に関し、共通して取り組む事項 
②地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
③地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
④地域福祉に関する活動への住⺠の参加の促進に関する事項 
⑤包括的な支援体制の整備に関する事項（包括的な支援体制整備事業を実施する場合） 

・厚生労働省通知に示され、盛り込む必要があるもの 
①要援護者の支援方策 
②高齢者等の孤⽴防止対策等 
③生活困窮者自⽴支援方策 

その他、福祉教育、福祉人材確保、防災・減災対策への取り組みなど、安来市の現状を踏まえて第
３期計画として盛り込む部分を設定します。 
 
（３）地域福祉計画の目標の設定 

計画に掲げる個別施策については、可能な限り数値目標を設定し、可能な限り具体的に目標を示
すことが望ましいとされており、第３期計画では、それぞれの施策に対する既存の関連計画の目標数値
を掲載するものとします。 
 
（４） 社会福祉協議会との連携 

地域福祉の取組みは、いかにして地域住⺠の声を反映させ、福祉活動推進の叕い手として参加を得
るかが重要で、⾏政と⺠間（社協）の二つの福祉計画が⾞の両輪のように同調して策定・実践される
ことが望まれます。 

第３期安来市地域福祉計画は、安来市社会福祉協議会の地域福祉活動計画と⼀体的に策定
を⾏い、計画に統⼀性を持たせ、施策の推進を図るものとします。 
 
（５） 計画の評価 

計画の進⾏管理にあたっては、ＰＤＣＡサイクル（Plan（計画）、Do（実⾏）、Check（評
価）、Action（改善））に基づき、「安来市地域福祉計画検討委員会」において、地域福祉施策の
実施状況を毎年度点検・評価します。また、必要に応じ、計画期間の中間年を目安として、計画の⾒
直しを⾏うものとします。 
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改正社会福祉法【抜粋】 

（地域福祉の推進） 
第４条 地域住⺠、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を⾏う者

（以下「地域住⺠等」という。）は、相互に協⼒し、福祉サービスを必要とする地域住⺠が地域社会
を構成する⼀員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機
会が確保されるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

２ 地域住⺠は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域住⺠及びその世帯が
抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態
若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関
する課題、福祉サービスを必要とする地域住⺠の地域社会からの孤⽴その他の福祉サービスを必要と
する地域住⺠が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の
課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を⾏う関係機
関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 

（市町村地域福祉計画） 
第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を⼀体的に定める計画

（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
 ⼀ 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通してと取り

組むべき事項 
 二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
 三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
 四 地域福祉に関する活動への住⺠の参加の促進に関する事項 
 五 前条第１項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 
２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住⺠等

の意⾒を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 
３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を⾏うよ

う努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 
 

 
 

参 考 
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(６)  他の計画との関係 
本計画は、本市の最上位計画である安来市総合計画に基づく福祉分野の上位計画として、高齢者、

障がい者、子ども・子育て、その他の各分野について、共通して取り組むべき事項を定めます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・安来市高齢者福祉計画 
介護保険事業計画 

・安来市障がい者基本計画 
・安来市障害福祉計画 
・安来市障害児福祉計画 
・安来市子ども・子育て支援事業計画 
・安来市健康増進計画 
食育推進計画 

・安来市自死対策計画 

整
合 

安来市総合計画 

安来市地域福祉計画 
安来市地域福祉活動計画 

（社会福祉協議会） 

共通して取り組むべき事項 
（各福祉分野の計画） 

連携 

整合 
【その他の個別計画】 
・安来市男⼥共同参画計画 
・安来市地域防災計画   など 
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（７） 計画期間 
本計画の計画期間は、令和２年度（２０２０年度）から令和６年度（２０２４年度）までの

５年間とします。 
今後、本計画の計画期間中に、関連法の改正や社会情勢の変化等が生じたときは、必要応じて計

画内容の⾒直しを⾏います。 
 

  H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

総合計画  第２次 
(Ｈ28〜Ｒ7) 

地域福祉計画 
第２期 

(Ｈ27〜Ｒ1) 
第３期 

(Ｒ2〜Ｒ6) 
  

地域福祉活動計画  第２期 
(Ｈ28〜Ｒ1) 

第３期 
(Ｒ2〜Ｒ6) 

  

高齢者福祉計画 
介護保険事業計画 

 
 
 

第 7 期 
(Ｈ30〜Ｒ2) 

第 8 期 
(R3〜Ｒ5) 

 

障がい者基本計画 
 
 
 

第 3 期 
(Ｈ30〜Ｒ5) 

 
 

障害福祉計画 
 
 
 

第 5 期 
(Ｈ30〜Ｒ2) 

第 6 期 
(Ｒ3〜Ｒ5) 

 
 

障害児福祉計画 
 
 
 

第 1 期 
(Ｈ30〜Ｒ2) 

第 2 期 
(Ｒ3〜Ｒ5) 

 
 

子ども・子育て支援 
事業計画 

第 1 期 
(Ｈ27〜Ｒ1) 

第 2 期 
(Ｒ2〜Ｒ6) 
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（８） 計画策定の体制 
本計画は、平成２７年度から平成３０年度に実施した生活支援に関するアンケート調査をベースに、

地域福祉活動の実践者、福祉関係団体、福祉事業所の意⾒等を取り入れ、安来市地域福祉計画
検討（策定）委員会における検討を経て、策定を⾏いました。    
          
  
          
          
  
          
          
  
          
       
           
          
          
  
          
          
  
          
          
  
          
          
  
          
          
  
          
          
  
   
  
     

生活支援に関するアンケート調査 
・平成 27 年度 中山間地域      （広ÿ・比田地区）（伯太・赤屋地区） 
・平成 28 年度 市街地         （安来・十神地区） 
・平成 29 年度 市街地周辺地域 （安来・荒島地区） 
・平成 30 年度 市街地周辺地域 （広ÿ・広ÿ地区）  
    

課題やニーズの抽出 

安来市地域福祉計画検討委員会 

パブリックコメント 

第３期安来市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定 
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第３節  「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」について 

 
（１） 地域福祉計画 

「地域福祉計画」は、社会福祉法第１０７条及び１０８条に基づき策定される⾏政計画で、「市
町村地域福祉計画」と「都道府県地域福祉支援計画」があります。「市町村地域福祉計画」（以下
「地域福祉計画」といいます。）は、地域福祉推進の主体である地域住⺠や住⺠組織、関係団体の
参加を得て、地域の生活課題を明らかにするとともに、その解決のために必要となるサービスの内容や量、
体制等を検討し、計画的に整備していくことを目的として策定するものです。 

平成３０年４月の社会福祉法の⼀部改正により、地域福祉計画の策定が市町村の努⼒義務とさ
れ、さらに、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分野における
共通的な事項」を記載する、福祉分野の「上位計画」として位置づけられました。 

安来市では、平成２２年度に、第１期計画（平成２２年度から平成２６年度）を策定後、平
成２７年度に第２期計画（平成２７年度から平成３１年度（令和元年度））を策定し、地域福
祉の推進に取り組んできました。 

 
（２） 地域福祉活動計画 
  「地域福祉活動計画」は市町村社会福祉協議会（以下「市社協」といいます。）が中心となり、住
⺠、地域において社会福祉に関する活動を⾏う者、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経
営する者が相互に協⼒し、地域福祉の推進を目的として策定する⺠間の活動・⾏動計画です。⾏政
計画である「地域福祉計画」とは、理念や内容の⼀部を共有するなど、相互に連携を図りながら策定さ
れます。 
 市社協では、平成２８年度に第１期計画（平成２８年度から令和２年度）を策定し、住⺠、⺠
間、団体、市社協の協働による地域福祉実践に取り組んできました。 
 
（３） ⼀体的な計画策定について 
  「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の両計画は、ともに地域福祉の推進を目指すものであり、
いわば⾞の両輪のような関係といえます。そこで、計画の理念や目的を共有して、施策や活動のより効率
的・効果的な実施を目指して、安来市と市社協が協⼒して、両計画の⼀体的な策定を⾏います。 
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第２章 安来市の現状と課題 

第１節 統計からみる安来市の現状 

1．人口・世帯数の年次推移 

本市の人口は、平成 30 年では 38,979 人、世帯数は 14,313 世帯となっており、平成 2 年と比
較すると人口は 8,990 人の減少、世帯数は 1,825 世帯の増加となっております。平均世帯人員につ
いては平成 2 年では 3.84 人ですが、平成 30 年では 2.72 人であり、単身世帯の増加、夫婦世帯の
増加、子ども人数の減少が要因としてあげられます。 
 
人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
世帯数の推移 
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地区別人口と世帯数 

 
＊人口、世帯数、地区別人口・世帯数 平成３０年９月末現在（住⺠基本台帳より） 

 

２．出生と死亡の状況 

出生と死亡による人口の動きをみると、死亡者数が出生者数を上回っており、出生、死亡の差からみ
る「自然動態」は近年マイナスで推移しています。 

平成 30 年度では、自然動態がマイナス 388 人となっています。この人口減少数は、平成 27 年度
から 300 人を超えて推移しています。 

 
資料︓安来市市⺠課調べ 

 
 
 
 

地区名 世帯数 人口 地区名 世帯数 人口 地区名 世帯数 人口

十神 2,798 6,754 広瀬 1,259 3,593 安田 506 1,507

社日 1,673 4,078 下山佐 200 492 母里 457 1,434

赤江 1,375 4,100 菅原 62 191 井尻 288 844

荒島 1,369 3,742 西比田 284 745 赤屋 286 723

飯梨 516 1,407 東比田 136 319 伯太地域 1,537 4,508

能義 434 1,421 上山佐 133 388

大塚 337 937 奥田原 72 202

吉田 148 463 布部 240 658

宇賀荘 524 1,676 西谷 68 195

島田 1,050 2,860 宇波 98 250

安来地域 10,224 27,438 広瀬地域 2,552 7,033
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３．高齢化の状況 
本市の高齢者人口（65 歳以上）は年々増加傾向にあり、平成 30 年 9 月末現在では高齢化率

は 35.7％（13,917 人）となっており、本市においては超高齢社会に入っている状況です。 
 地区別高齢化率で最も高い地区は、東比田地区で 53.9％、次いで宇波地区が 52.0％、奥田原
地区が 49.0％となっており、全体でも中山間地域での割合が高い傾向となっております。 
 
高齢化率（人口に占める６５歳以上の割合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高齢者数（６５歳以上の人口） 
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地区別高齢化率（地区別人口に占める６５歳以上の割合）  
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊平成３０年９月末現在 
資料︓国・県の率︓総務省統計局年齢別人口  市の率︓住⺠基本台帳 ※介護⽼人福祉施設入所者を含む 

安来市位置図 
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４．要介護認定者数の状況 

①要介護認定者数 
本市の要介護等認定者（要支援・要介護認定者）の推移をみると、近年は緩やかに増加しており、平

成 27 年９月末で 2,973 人、平成 29 年９月末では 2,963 人です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
②認定率の推移 

本市の要介護等認定率は、平成 29 年度実績で 21.2％となっており、近年は多少の増減をしながら、ほ
ぼ横ばい傾向で推移しています。 

⼀方、平成 29 年度における全国平均は 18.5％、県の平均は 21.1％となっています。本市の認定率は
全国平均を上回り、県平均とほぼ同じように推移しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

401 353 381 392 412 438

398 417 416 446 414 397

529 583 624 668 710 689

457 490 528 535 505 469
346 357 

370 385 403 413308 303 
321 302 304 321293 275 
249 245 236 2362,732 2,778 

2,889 2,973 2,984 2,963 
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５．障がい者の状況 
①障がい者数の推移 

安来市内の障がい者は 2,646 人で、4 年前に比べ 59 人、2.2％減少しています。人口に占める
障がい者の割合は 6.7％です。これは全国（6.7％）と同じ水準で、島根県（7.3％）と比較すると
低くなっています。4 年前と比較すると、障がい者の数は減少していますが、人口に占める割合は 0.1 ポ
イント上昇しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

②身体障害者手帳所持者の推移 
身体障害者手帳所持者数は 1,940 人で、この 4 年間、減少し続けています。障がいの等級別では

4 級、1 級の順に多く、それぞれ約 30％ずつを占めています。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

2,088 2,070 2,051 2,016 1,940 

348 361 354 357 356 

269 288 314 331 350 

2,705 2,719 2,719 2,704 2,646 

6.6% 6.6% 6.7% 6.7% 6.7%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H25.3月末 H26.3月末 H27.3月末 H28.3月末 H29.3月末

身体障がい者 知的障がい者

精神障がい者 人口に占める

障がい者の割合（右軸）

（人）

596 580 581 580 569 

253 238 234 219 208 

325 323 308 304 290 

651 670 674 667 640 

127 122 117 111 
104 

136 137 137 135 
129 

2,088 2,070 2,051 2,016 
1,940 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H25.3月末 H26.3月末 H27.3月末 H28.3月末 H29.3月末

1級 2級 3級 4級 5級 6級

（人）



 

14 

③療育手帳所持者の推移 
療育手帳所持者数は 356 人で、この 4 年間は 350 人前後で推移しています。障がいの程度別で

はＢ（中〜軽度）が多く、全体の約 60％を占めています。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
④精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は 350 人で、この 4 年間増加し続けています。障がいの程度
別では 2 級（中度）が最も多く、約 60％を占めています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安来市の等級別身体障害者手帳所持者の推移 

58 63 69 71 71

157 170 179 188 203

54
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 資料︓障がい者数の推移、各手帳所持者数の推移 安来市第３期障がい者基本計画 
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６．子育て世帯の状況 

①子育て世帯の推移 
子どものいる世帯は年々減少し続けており、昭和 55 年の半分以下まで下がっています。 
■18 歳未満、6 歳未満の子どものいる世帯の推移■ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②⼥性の就労状況 

⼥性の年齢別就業率は、子育て世代の中心となる 30 代後半からの就業率が増加しており、今後も
⼥性の就労を支援するため、家庭と職場のより⼀層の円滑な調整ができるように、就労形態の多様化
に対応した保育サービスの充実が必要です。 
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③出生の動向 

出生数は年によって偏りが見られますが、おおむね 280 人前後で推移しています。 

■出生数の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料︓国勢調査 
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７．生活保護の状況 

 生活保護世帯は全体でみると減少傾向にありますが、受給世帯数では高齢者世帯が増加の傾向に
あります。 
 

 

 

資料︓安来市福祉課調べ 

生活保護受給世帯数の推移 

保護率の推移 
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８．自治会加入率の推移 

 自治会加入率については、世帯数は増加していますが、加入世帯は減少しているため、加入割合も
年々減少しています。 
 
自治会加入率 

安来市 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年  
加入世帯 12,065 12,011 11,985 11,917 11,807  
世帯数 14,125 14,180 14,239 14,267 14,342  

加入割合（％） 85.42 84.70 84.17 83.53 82.32  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料︓安来市地域振興課調べ 
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第２節 生活支援に関するアンケート調査からみる安来市の現状と課題 

 第３期計画の策定にあたり、福祉課題、ニーズ等多様な意⾒等を得るため下記のアンケートを活用し
ました。 
 
１．中山間地域における生活支援に関するアンケート調査 

・調査主体  安来市、社会福祉法人安来市社会福祉協議会 
・調査協⼒  安来市社会福祉法人連絡会、安来市⺠生児童委員協議会 

         安来市地域包括支援センター 
・調査対象  広ÿ町比田地区、赤屋地区に居住する世帯の世帯主等 
・調査期間  平成２７年９月１日〜平成２７年９月３０日 
・発送・回収状況  配布数７１０  有効回収数４５５ 有効回収率 ６４．１％ 

 
２．市街地における生活支援に関するアンケート調査 

・調査主体  安来市、社会福祉法人安来市社会福祉協議会 
・調査協⼒  安来市社会福祉法人連絡会、安来市⺠生児童委員協議会 

安来市地域包括支援センター 
・調査対象  安来・十神地区に居住する世帯の世帯主等 
・調査期間  平成２８年９月１日〜平成２８年９月３０日 
・発送・回収状況  配布数２,６２０ 有効回収数１２９５ 有効回収率 ４９．４％ 

 
３．市街地周辺地域における生活支援に関するアンケート調査 

・調査主体  安来市、社会福祉法人安来市社会福祉協議会 
・調査協⼒  安来市社会福祉法人連絡会、安来市⺠生児童委員協議会 

安来市地域包括支援センター 
・調査対象  安来・荒島地区全世帯の世帯主等 
・調査期間  平成２９年９月１５日〜平成２９年１０月１６日 
・発送・回収状況  配布数１,３４３ 有効回収数７１２ 有効回収率 ５３．０％ 

 
４．市街地周辺地域における生活支援に関するアンケート調査 

・調査主体  安来市、社会福祉法人安来市社会福祉協議会 
・調査協⼒  安来市社会福祉法人連絡会、安来市⺠生児童委員協議会 

広ÿ地区自治会協議会、安来市地域包括支援センター 
・調査対象  広ÿ地区に居住する世帯の世帯主等 
・調査期間  平成３０年１０月１０日〜平成３０年１１月１２日 
・発送・回収状況  配布数１,４３３ 有効回収数７２１ 有効回収率 ５０．３％ 
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 アンケートの内容は、次ページの資料のとおりです。基本的に４つのアンケートの問いは同じものとなって
います。 
 基本的な生活状況、福祉的な支援の有無、介護支援の有無、外出の頻度・目的、助け合い活動、
生活する上での困りごと、今後も住み続けるかどうかなど、地域でどのような生活支援や課題があるかを
問うアンケートとなっています。 
 
 自由意⾒として、地域では、自治会運営、高齢化対策、交流センター、交通機関、地域性、防災・
災害時対応、除雪、就労の場、交流の場、インフラ整備、公共施設など。 
 社会福祉関係機関では、福祉サービス、施設・設備、提案・提言・要望、困っていること、不安である
ことなど。 
 市役所については、医療・福祉、交通機関、インフラ整備・管理、税⾦・保険料、災害時の対応、まち
づくり、ごみ問題、買い物支援、子育て環境の整備、広報・情報提供、庁舎問題、提案・提言・要望、
困っていること、不安であることなど。 

多岐にわたり、いろいろなご意⾒をいただき、参考とさせていただきました。 
 

このほか、⾏政や社会福祉協議会、地域包括支援センター等が⾏った、地域ケア会議、講演会、講
習会など受講後のアンケート調査、障がい者事業所などの福祉関係者によるワークショップなど、可能な
限り多様な意⾒を集め、このたびの計画の参考としました。 
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１ 調査の背景及び目的 

○今、全国の自治体では、重度な要介護状態になっても可能な限り住み慣れた地域で自 

分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住ま 

い・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化・推進を図ることが 

重要な政策課題となっています。 

○そうしたことから、地域の実情に応じて、多様な主体が参画し、新たな生活支援サー 

ビスの充実を図ることなど、支え合いの地域づくりが重要な課題となっています。 

○さらに、平成２７年度から「生活困窮者自立支援法」が施行され、生活支援の充実強 

化をはじめ地域づくりが課題となっています。 

○そこで、市街地周辺地域が抱える「生活のしづらさ」「生活の困りごと」等の生活支 

援に関するアンケート調査を行い、地域における支え合いをはじめ、新たな生活支援 

サービスの開発や政策形成を目的としてこの調査を行います。 

２ 調査実施主体 

安来市 

安来市社会福祉協議会 

３ 調査協力団体 

  安来市地域包括支援センター 

安来市社会福祉法人連絡会 

安来市民生児童委員協議会 

４ 調査の基準日 

平成  年  月  日 

５ その他  

○調査の実施に当たっては、関係行政機関、民生児童委員、関係事業所、学識経験者 

等による「調査検討会」を設置し、安来市における地域包括ケアシステムの構築及 

び生活困窮者支援の充実を目指します。 

○調査結果として、個々の回答が公表されることはありません。 
  

 

生活支援に関するアンケート調査様式 

参 考 
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問１ あなたがお住まいの地区名をおしえてください。（該当するものに○をしてください。） 

   １． ○○町○○   ２． ○○町□□   ３． ○○町△△ 

    

 

問２ あなたの年齢をおしえてください。（該当するものに○をしてください。） 

１． １０歳代   ２． ２０歳代   ３． ３０歳代   ４． ４０歳代 

５． ５０歳代   ６． ６０歳代   ７． ７０歳代   ８． ８０歳代 

９． ９０歳代以上 

 

問３ あなたの性別をおしえてください。（該当するものに○をしてください。） 

１． 男性      ２． 女性 

 

問４ あなたの世帯の人数と家族形態をおしえてください。 

   【世帯人数】（人数をご記入ください。） 

あなたを含め、合計（    人） 

   【家族形態】（該当するものに○をしてください。） 

１． 単身   ２． 夫婦のみ   ３． 子ども夫婦と同居 

４． 単身の子どもと同居   ５． 子ども夫婦と孫と同居 

６． 単身の孫と同居   ７． 兄弟姉妹などの親族のみ   ８． 親族以外 

９． その他（具体的に：                     ） 

 

問５ あなたの住居についておしえてください。（該当するものに○をしてください。） 

１.   持家   ２.   借家   ３.   集合住宅（⺠間賃貸アパート 等） 

４． 公営住宅   ５． 勤務先寮・下宿   ６． 親戚・知人宅、貸間    

７． その他（                    ） 

まず、あなたと世帯の暮らしについてうかがいます。 

生活支援ニーズ調査 調査票 

あくまでアンケート集計時の参考情報として利用するもので、個人を特定するものではありません。 
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問６ あなたの世帯は、主に何で生計を立てていますか。（該当するものに○をしてください。） 

１． 常勤の勤め（会社員、自営業等）   ２． パート・アルバイト・内職 

３． 農業（畜産含む）、林業、漁業 

４． ご自身の年⾦（国⺠年⾦、厚⽣年⾦、共済年⾦、障害年⾦、遺族年⾦ 等） 

５． 家族の年⾦（ 親や子、兄弟の年⾦・祖⽗⺟の年⾦ ）   ６． 仕送り収入 

   ７． 公的扶助（⽣活保護）や社会手当（児童手当・児童扶養手当 等） 

８． その他（                     ） 

 

問７ あなたの日中の過ごし方についておしえてください。（ 主 な も の ３ つ 以 内 に ○ を し て く だ さ い 。 ） 

   １． 仕事   ２． 家事全般   ３． 家族の介護   ４． 留守番 

   ５． ボランティア、地域活動など社会活動    

６． 家族・近所の人・友達との会話   ７． 趣味、遊び、散歩、スポーツ 

   ８． テレビ・ビデオをみる、ラジオをきく、新聞・雑誌・本を読む 

９． 介護サービスを利用している   10.  自宅療養・受診 等 

   11．  子育て中・孫の子守   12.  求職活動   13.  特に何もしていない 

   14． その他（              ） 

 

問８ あなたの地区内で、日ごろ交流のある知人または友人がいますか。 
（該当するものに○をしてください。） 

   １． いる        ２． いない 

 

 

 

問９ あなたの世帯で、福祉的な支援の必要な方はいますか。 

１． いる（☛問１０へ進んでください）   ２． いない（☛問１９へ進んでください） 

      

問１０ 福祉的な支援が必要な方の状況についておしえてください。 
（該当するものすべてに○をしてください。） 

１． ひきこもり   ２． ニート※１（１５歳以上〜３４歳以下） 

３． 無業者※２（３５歳以上〜５９歳以下）   ４． 認知症 

５． 障がい者（児）（身体・知的・精神）   ６． 要介護の高齢者 

７． 依存症（アルコール・ギャンブル・薬物） 

 

 

あなたの世帯の、介護（援助）が必要な方についてうかがいます。 

次ページへ続く 
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８． 学童保育など（子どもの預かり）   ９． 不登校 

10． ひとり親※３    11.  その他（                ） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

問１１ あなたの世帯で、普段の生活で介護（援助）の必要な方はいますか。 
（該当するものに○をしてください。） 

   １． 介護（援助）の必要はない 

   ２． 介護（援助）は必要だが、現在、家族の支援や福祉のサービスは受けていない 

   ３． 現在、介護（援助）を受けている（☛問１２へ進んでください） 

   ４． その他（                       ） 

※ ３．以外に○をされた方は、問 13 へ進んでください。 

問１２ 主にどなたの介護（援助）を受けていますか。 
（該当するものすべてに○をしてください。） 

１． 配偶者（ 夫 ・ 妻 ）   ２． 娘   ３． 息子 

４． 子の配偶者   ５． 孫   ６． 兄弟・姉妹 

７． 介護保険のサービス利用（デイサービス、ホームヘルパー等） 

８． 知人・友人   ９． 隣人   10. その他（          ） 

※１ ニートとは…以下の条件を全て満たす若年無業者のうち 

・高校や大学などの学校及び予備校・専修学校などに通学していない 

・配偶者のいない独身者 

・普段収入を伴う仕事をしていない 15 歳以上 34 歳以下の個人 

さらに以下の条件を満たす者 

・就業希望は表明していながら求職活動は行っていない（非求職型の無業者）、または、 

就職希望を表明していない(非希望型の無業者)  
—内閣府のニートの定義「若年無業者に関する調査報告（中間報告）」よりー 

※２ 無業者とは…ふだん収入を得ることを目的として仕事をしていない者、すなわち、ふだん 

まったく仕事をしていない者および臨時的にしか仕事をしていない者のこ 

とをいいます。 

 —総務省統計局 日本の統計の中核機関「就業構造基本調査 用語の解説」よりー 

※３ ひとり親（家庭）とは…次のいずれかに該当する方が 20 歳未満の子どもを扶養している 

家庭をさします。＊配偶者には事実婚のパートナーも含みます。 

・配偶者と離婚した方 ・未婚、非婚の方 ・配偶者が死亡した方 

・配偶者の生死が明らかでない方 ・配偶者から遺棄されている方 

・配偶者が長期間海外にいるため扶養が受けられない方 

・配偶者が法令により長期に拘束されているため扶養が受けられない方 

・配偶者が精神または身体の障害のため、長期にわたって働くことができない方 
—ひとり親家庭の定義「母子及び父子並びに寡婦福祉法」よりー 
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問１３ あなたの世帯のご家族の介護のことで、何かお困りなことはありますか。 

    １． 福祉サービスの利用の仕方がわからないこと。 

    ２． 介護のことで相談する人が近くにいないこと。 

    ３． たよれる家族が他におらず、介護（援助）の負担が大きいこと。 

    ４． 介護の不安や困りごとなど、当事者同士で話せる場がないこと。 

    ５． その他（具体的に                         ） 

 

問１４ あなたの世帯で、介護（援助）の必要な方は週にどれくらい外出をしますか。 
    （該当するものに○をしてください。） 

１． ほとんど外出はしない 

２． 週１回は外出をする 

３． 週２回〜４回は外出をする    

４． 週５回以上は外出をする 

５． 外出を控えている(☛問１５へ進んでください) 

６． その他（                    ） 

※ ５．以外に○をされた方は、問１６へ進んでください） 

問１５ 外出を控えている理由についてお聞かせください。 
（該当するものすべてに○をしてください。） 

１． 病気のため外出ができないから    

２． 障がいのため外出ができないから 

３． 足腰の痛みがあり外出ができないから 

４． トイレの心配があるから    

５． 外での楽しみがないから 

６． 経済的に出ることができないから    

７． 交通手段がないから 

８． その他（                    ） 

 

問１６ あなたの世帯の中で､日ごろの外出に対して困難を感じている方はいますか。 

１．  いる (☛問１７、問１８へ進んでください) 

２．  いない (☛問１９へ進んでください) 
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問１７ その方が、出かけることを困難に感じる理由は何ですか。 
（該当するものすべてに○をしてください。 

１． 公共交通機関が限られているから 

２． 公共交通機関を利用する（バス停）までの距離が遠いから 

３． 車がない、または運転できないから 

    ４． 車はあるが運転していない、またはできなくなったから 

５． 身体的な理由 （外出するのが不安、歩行困難、視覚障がい、聴覚障がい 等）     

６． 精神的な理由 （人と会うのに抵抗がある、外出するのが不安 等） 

７． 経済的な理由（お⾦がない、お⾦がかかる） 

    ８． 家族等に心配をかけるから 

    ９． 自転車に乗れなくなったから 

    10.  その他（                       ) 

 

問１８ その方が、ご自身で出かけることが困難な場合は、誰（何）に頼りますか。 
（該当するものすべてに○をしてください。） 

１． 家族   ２． 離れて暮らす子ども   ３． 親類    

４． 近所の人   ５． 公共交通機関   ６． タクシー    

７． その他（具体的に：                     ） 

 

問１９ あなたが、次のそれぞれの目的で出かける頻度はどれくらいですか。 
（例にならって、それぞれ該当するものに○をしてください。） 

 ほ
ぼ
毎
日 

週
に
２
〜３
回 

週
に
１
回 

月
に
数
回 

年
に
数
回 

こ
の
外
出
は
し

な
い 

（例）食料品・日用品の買い物 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

① 就労・就学先 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

② 食料品・日用品の買い物 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

③ 知人・友人との交流 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

④ 公共機関（市役所、交流センター等） １ ２ ３ ４ ５ ６ 

あなたの外出などについてうかがいます。 

次ページへ続く 
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⑤ サークル活動  １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑥ かかりつけ医・病院等への通院 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

デイサービスセンター、 
リハビリ施設、作業所等 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑧ ミニサロン・ミニデイサービス １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑨ ボランティア活動 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑩ スポーツ・体操活動 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑪ 趣味活動・趣味の教室 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑫ 学習・教養活動 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑬ 老人クラブ １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑭ 自治会活動 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

 １ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑯ その他（               ） １ ２ ３ ４ ５ ６ 

 

問２０ あなたは、地域の助け合い活動について参加したいと思いますか。 
（該当するものに○をしてください。） 

１． ぜひ参加したい   ２． 参加してもよい   ３． 参加したくない    

４． その他（                           ） 

 

問２１ あなたの地域で、どのような助け合い活動が必要だと思いますか。 
    （該当するものに○をしてください。） 

   １． 見守り・声掛け   ２． ミニサロン・ミニデイサービス 

   ３． ⽣活援助サービス（買い物支援、ごみの分別、ごみ出し、移動支援、話し相手 等） 

   ４． 地域の居場所づくり（茶話会、会食、健康体操、ゲーム 等） 

   ５． 調理・配食サービス   ６． 災害時の自主防災組織・避難訓練・避難誘導 

   ７． その他（                      ） 

⑦ 福祉施設等への通所 （         ） 

⑮ 収入のある地域活動（         ） 
シルバー人材センター、  
有償ボランティア、 
農地水保全の会 等 
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問２２ 生活する上で、お困りのこと・不安なことはありますか。 
（あてはまるものの中から５つ以内で○をしてください。） 

 

 

１． 現在の家屋では⽣活しづらいこと（老朽化、段差、トイレ、風呂場 等） 

   ２． 自宅、自宅周辺の手入れができないこと 

 

３． 救急医療機関が遠く、時間がかかること 

４． 介護サービスが利用しづらいこと（手続きやサービス内容が分からない、経済的理由） 

５． 親の介護のこと 

６． 介護予防や健康づくりができる拠点・場所がないこと 

 

７． ⽣活（経済的）に困窮していること 

   ８． 買い物や通院などの外出が、1 人では困難である 

   ９． ごみの分別がわかりづらいこと、ごみの集積場までが遠いこと 

   10. 公共交通機関（イエローバス等）が少なく、外出が不便なこと 

   11． 一人では預貯金の出し入れが不便なこと 

   12． 近くに買い物ができるところがない（スーパーや商店 等） 

 

   13． 困った時に、どこに相談に行けば良いかが分からないこと 

   14． 近所付き合い（自治会・町内会の役割）が負担 

   15． お墓の管理ができないこと 

   16． 地震等で被災した場合、どこに避難すれば良いかが分からないこと 

   17． 地震等で被災した場合の避難所までが遠いこと 

   18． 子どもをあずかってくれる場所（施設・学童保育等）が少ないこと 

19. 子育ての悩みを聞いてくれる場が少ないこと 

   20． 同世代での交流の場が少ないこと 

   21． ひとり暮らしで寂しいこと 

あなたの世帯で、生活上お困りのことなどについてうかがいます。 

＜住まいに関すること＞ 

＜医療、介護・予防に関すること＞ 

＜生活支援に関すること＞ 

＜その他＞ 

次ページへ続く 
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   22． 就労場所が少ないこと 

   23． 近所付き合いが困難で問題を抱えている 

   24． その他（                       ） 

 

問２３ あなたや同居している家族が病気や高齢になるなど、日常生活が不自由になったとき、 

同居の家族以外で主に誰を頼りますか。（もっともあてはまるもの１つに○をしてください。） 

１． 市内の家族・親戚   ２． 市外の家族・親戚   ３． 町内外の友人・知人 

４． 近所や同じ町内の人   ５． ⺠⽣児童委員   ６． 社会福祉協議会 

７． 介護支援専門員（ケアマネジャー）、介護サービス事業所職員 

８. 地域包括支援センター   ９． 市役所   10． 頼る人がいない 

11． 誰にも頼りたくない   12.  その他（                  ） 

 

問２４ あなたや同居している家族が病気や要介護状態になるなどして、日常生活が不自由になったとき、どのよう
な生活支援サービスを希望しますか。 

    （希望するもの５つ以内で○をしてください。） 

   １． 買い物支援サービス   ２． 金銭管理・財産保全（管理等）サービス 

   ３． 掃除支援サービス   ４． 調理支援サービス   ５． 洗濯支援サービス 

   ６． 配食支援サービス   ７． ごみ出し支援サービス（ごみの分別、ごみ出しの手伝い） 

   ８. 通院、買い物などの同行支援サービス   ９． 定期的な見守りや話し相手 

   10. 緊急通報サービス（危険なときに自ら緊急を知らせるサービス） 

   11. 災害発⽣時の避難の支援   

 12. 家の管理（家のまわりの草刈り、屋内外の片付けなど） 

13. 身元引受人支援サービス   14. 入居債務保証支援サービス 

15. 児童あずかりサービス   16． 入院、入所支援サービス 

17. 誰でも入居できる低料⾦の⽣活支援ハウス（共⽣型集合住宅） 

18. 終末期・死後の支援サービス 

19． その他（                      ） 
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問２５ 現在お住まいの地区に将来も住み続けたいですか。 

（該当する方に○をしてください。） 

１．将来も（最期まで）この地区で暮らしたい ☛（ 問２６へ進んでください） 

２．将来は別の地区に移りたい ☛（ 問２７へ進んでください） 

 

問２６ 現在お住まいの地区に住み続けたい理由は何ですか。 

（あてはまるものの中から５つ以内で○をしてください。） 

１． 住んでいる地区に愛着や誇りがあるから（自然､景観､人情､歴史､文化） 

２． 特に生活で困っていることはないから 

３． 今の生活習慣を変えたくないから 

４． 近所の人との交流や地区のことをよく知っているから  

５． 親や子どもの家が近いから、親や子どもと同居しているから 

６． 現在、住んでいる地区で生計を維持できるから 

７． 経済的な理由から（他での生活はお金がかかるから） 

８． お墓を守っていきたいから 

９． 子どもが帰ってくる場所を残しておきたいから 

10． その他（                             ） 

☛次は問２９へ進んでください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたの今後の住まいの意向についてうかがいます。 



 

31  

※ 問２５で、「２．将来は別の地区に移りたい」とお答えになった方のみにお聞

きします。 
 

問２７ 別の地区へ移りたい理由は何ですか。 

（あてはまるものの中から５つ以内で○をしてください。） 

   １． 住んでいる地区に愛着や誇りがもてなくなったから 

   ２． 車がないと生活するのに不便だから 

      ３． 近くで食料品や日用品を買えなくて不便だから 

   ４． ごみの分別が難しく、ごみの集積場が遠いから 

   ５． 金融機関が近くになく、預貯金の出し入れが不便だから 

   ６． 親やあなた自身の介護が必要になりそうだから 

   ７． 子どもの住んでいる地域に住みたいから 

   ８． 近所づきあいが負担だから 

   ９． その他（                     ） 

   

問２８ どのような地域に移りたいですか。（あてはまるもの１つに○をしてください。） 

   １． 町内で暮らしやすいところ（商業施設、医療、育児、教育、介護の充実等） 

   ２． 町外で暮らしやすいところ（商業施設、医療、育児、教育、介護の充実等） 

   ３． 市外で暮らしやすいところ（商業施設、医療、育児、教育、介護の充実等） 

   ４． 子どもが住んでいるところ 

   ５． どこでもよい 

   ６． その他（                       ） 

 

 

※ ここからは全員にお聞きします。 

問２９ 最期はどこで迎えたいと考えていますか。（該当するもの１つに○をしてください。） 

１．自宅   ２．施設   ３．病院   ４．子ども（家族）の家 

５．その他（具体的に                         ） 
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問３０ その他、生活する上でのご意見やご要望がございましたら、自由にご記入下さい。 

 

〜質問は以上です。ご協⼒ありがとうございました。〜

地域に対して  
（自治会、交流センター 等） 

 

社会福祉関係機関 
施設等の介護サービス事業所 
社会福祉協議会 
地域包括支援センター 等 

 

市役所 
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■ 平成２７年度中⼭間地域における生活支援に関するアンケート調査結果のまとめ 
 
１．調査結果の概要 

調査期間   平成２７年９月 
調査地区   広ÿ町比田地区・伯太町赤屋地区 計７１０世帯 
有効回答数  ４５５通 

 
 ２．回答結果（抜粋） 
（１）回答世帯の「３割」に福祉の支援の必要な人がいる。 
    ①要介護者（６５．２％） 
    ②障がい者（２９．６％） 
    ③認知症（１９．１％） 
    ④ニート・ひきこもり（８．６％） 
    ⑤無業者（５．２％） 
 
（２）生活をする上で「２割〜６割」の人が困っていること。 
    ①近くに医療機関（介護事業所含む）がなく不安である（６３．３％） 
    ②冬場の除雪作業が⼀人でできない（３９．６％） 
    ③近くで食料品や日用品が買えない（３４．７％） 
    ④経済的に困窮している（２１．５％） 
 
（３）それでも全体の「約９割」の人が最後までこの地域で暮らしたいと思っている。 
 

 市内で最も高齢化率や後期高齢化率が上位で、医療機関（介護事業所含）や商業施設も遠く、冬季
の降雪も多く、いわゆる条件不利地域と考えられる比田地区と赤屋地区における深刻な生活・福祉課題が
明らかになりました。特に、回答世帯の「３割」に福祉的な支援の必要な人がいることもわかりました。 

しかし、地域住⺠の皆さんは、「生活のしづらさ」や「将来への不安」を抱えながらも、住み慣れた地域への愛
着や誇り、またお墓や田畑山林を守っていきたいという使命感から、多くの方が、最後までこの地域で暮らし続
けたい願いを持っておられることが明らかになりました。 

    
３．調査結果から⾒えてきた地域の生活・福祉課題 

今回のアンケート調査結果から、中山間地域における二つの生活・福祉課題が⾒えてきました。 

（１）社会的孤⽴（化）が進みつつある。 
どんなに田舎であっても、人と人とのつながりが希薄になり、地域のつながりがうすくなっていく現実が明らかになりま

した。例えば、日ごろどのように過ごしているのかの質問に対し、テレビ・ラジオや新聞を読むといった人が４１．６％
と最も高い数値となりました。 
 こうした要因には、個人的要因（趣味）もありますが、やはり近所づき合いが希薄になり、移動手段がないことな
ども環境要因として少なからず影響していることが伺えます。実際に、自由意⾒の中にも移動手段の確保や気楽に
集える居場所づくりの意⾒・要望が寄せられていました。 
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 今後、市内でも高齢化率が高く、単身高齢世帯が多い、比田地区と赤屋地区においては、急速に社会的孤⽴
（化）が進むことが予測されます。また経済的困窮者をはじめ、ニート、ひきこもり、無業者の人の存在もあり、田
舎といえ社会的孤⽴の問題は⼤きな地域課題といえます。 
 
（２）生活を支える制度や助け合いの仕組みが不十分なため福祉的な支援を必要とする人が増えつつある。 

日常生活が不自由になったとき、同居の家族以外で主に誰を頼りにしますか、の質問に対し、「隣近所同じ集落
の人」と回答した人は８．９％となっています。このことから、⼀部では自然な形での助け合いは⾏われているものの、
地域での仕組みや制度としての助け合いとしては、まだ不十分な状況にあるといえます。 
 ⼀方で、近くに親しい友達があり、同居以外の家族の支援が得られ、専門職（ケアマネジャー、ホームヘルパー等）
の支援を受けている人は、当然ながら予防的支援を含め、制度やサービスにつながりやすい環境にあります。 
 ところが、上記のように社会的孤⽴状態にある人は、困りごとを誰にも相談する人がなく、気にかけてくれる人もな
ければ、困りごとを抱えたまま生活を続け、問題が発生し、重くなって初めて発⾒されることになります。現実にそうし
たケースはしばしばあり、福祉的な支援を必要とする人が増えていると実感させられます。 

今後、身近な地域において、⾒守りや、買物支援、配食、移動支援、居場所等の多様な生活を支える仕組み
づくりが、最も重要で喫緊の地域課題であり、このことが、住み慣れた地域で最後まで暮らしたいとの、多くの住⺠の
方の思いを支えることになると考えられます。 
 
４．調査結果を踏まえての提案 
 
（１）⾏政への提案 

 ①全庁的な連携支援体制の確⽴ 
地域の生活・福祉課題を解決するには、保健・医療・福祉分野はもとより、住宅、商業、交通、農業、環

境、定住、地域振興などの各分野との密接な連携により総合的かつ効率的な施策が求められます。 
現在、市役所内で設置されている「地域包括ケアシステム連絡会議」の機能強化を図り、着実に成果の

出る横断的な連携支援体制の確⽴が求められます。 

 ②予防的アウトリーチ（訪問支援）の徹底 
回答世帯の約３割の世帯に福祉的な支援を必要とする人が明らかになり、特にニート、ひきこもり、無業

者、経済的困窮者の人たちは、社会的孤⽴状態にある人が少なくないと考えられます。 
ついては、市役所内の情報収集と福祉・医療等の専門部署・機関との連携を深め、より積極的な予防的

アウトリーチ（訪問支援）が求められます。 

 ③交流センター単位への「生活支援協議体」の設置 
今後、地域包括ケアシシテム構築の観点から住⺠主体の支え合いによる地域づくりが重要な要素になりま

すが、国は中学校区単位の「生活支援協議体」を構想しています。 
しかし、近年、山間地域においては中学校の統廃合が進み校区のエリアが広がり、加えて交通、商店等の

社会資本も衰退傾向にあり、さらに医療や介護事業所も遠い状況にあり、地域住⺠の「暮らしづらさ」は深刻
度を増しています。 

そうした山間地域において、地域の支え合いや地域づくりの拠点は交流センターであり「生活支援協議体」
は是非とも住⺠にとって顔が⾒え、⾏き来しやすい「交流センター単位」にすべきと考えます。 
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（２）社会福祉関係機関への提案 

 ①地域における公益的な取組みの⼀層の拡充 
現在、社会福祉法人制度改⾰が⾏われていますが、本市においては全国に先駆け「安来市社会福祉法

人連絡会」が設置され、市内全ての法人の⼒の結集により、様々な地域における公益的な活動が展開され
ています。今後も全国モデルとして⼀層の充実と各法人独自の地域貢献活動も期待されます。 

 ②全世代・全対象型の地域包括的相談支援体制の構築 
これまでの福祉制度・サービスのあり方は、児童・障がい・高齢等対象分野ごとに法整備が進められ、サービ

ス体系も縦割に拡充してきました。しかし対象世帯には複合的な問題を抱える世帯も多く、また制度の狭間
の人も多く存在しています。こうした福祉課題に対応するには、可能な限り地域において全世代・全対象型の
地域包括的相談支援体制の構築が求められます。 

特に、地域福祉を推進する社会福祉協議会における相談支援体制の⾒直しが期待されます。 
（３）地域（住⺠）への期待 

誰もが、最後まで、望む地域で心豊かに暮らせるように、地域で、誰もがその人らしい役割や出番があり、尊
厳と生き甲斐を持って輝けるように新しい支え合いの地域づくりに向けた取組みが望まれます。また、その取組
みは、地域（住⺠）が主体となって、⾏政、社会福祉関係機関、企業、商店等の社会資源を活用しながら
進めていく必要があると考えます。 

具体的には、今後、順次設置される「生活支援協議体」において、価値観の共有やあるべき姿の地域像
を明らかにし、当該地域における最優先課題から、できることを少しずつ実施されることを期待します。その際、
元気な高齢者は地域の最⼤の社会資源であり、社会参加は最⼤の介護予防にもつながることにもなり、活
躍が期待されます。 

特に、助け合いの共感や原動⼒を生み出し、誰もが自由に参加交流できる居場所としての「地域共生型
の介護予防・生活支援の拠点」（小さな拠点）づくりは、選択肢の⼀つとしてご検討いただきたい事項と考え
ます。 
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■ 平成２８年度市街地における生活支援に関するアンケート調査結果のまとめ 
 
１．調査結果の概要 

調査期間 平成２８年９月 
調査地区 十神地区 ２，６３１世帯 
有効回答数 １，２９５通 

  
２．調査結果（抜粋） 
（１）回答世帯の「２割」に「福祉の支援が必要な人」があり、その内訳としては要介護者が６割と最多で、

次いで障がいや認知症が２〜３割あります。 
①要介護者  （６０．４％） 
②障がい者  （２７．７％） 
③認知症   （２３．０％） 
④学童保育など （６．８％） 
⑤ニート・ひきこもり・無業者（５．５％） 

 
（２）「生活をする上で困っていること」として、被災時の避難先・生活（経済）困窮などの 
   「困りごと、不安なこと」が、ほぼ同じ割合で上がっています。 

①地震等で被災した場合、どこに避難すればよいかわからない（２４．０％） 
②生活（経済的）に困窮している（１６．５％） 
③親の介護のこと（１６．２％） 
④同世代の交流の場が少ないこと（１５．６％） など 

 
（３）それでも全体の「約８割」の人は、最後までこの地域で暮らしたいと思っています。 

①将来も（最期まで）この地域で暮らしたい（８３．１％） 
②将来は別の地域に移りたい（１６．９％） 
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市街地では交通、店舗、医療機関、福祉施設など、市内でも各種資源が⼀定程度集っていて比較的生
活しやすいのではないかと考えられますが、調査の回答世帯の２割に「福祉的な支援が必要な人」がおり、日
常生活における心配や不安感としては、被災時の避難先、余裕のない生活、親の介護の問題などの意⾒が
多数あがっています。その内容は、世代によりやや異なる状況もあります。 

〇若い世代 ごみの分別がわかりにくい、被災時の避難場所がわからない、子どもを預かってくれる場所が
少ない、就労場所が少ない、同世代の交流の場が少ない など 

〇中高年世代 親の介護、生活（経済）に困窮している、被災時の避難先がわからない、同世代の
交流の場が少ない、ごみの分別がわかりにくい など 

〇高齢者 被災時の避難先がわからない、買物や通院などの外出が⼀人ではうまくできない、自宅などの
手入れができない、同世代の交流の場が少ない など 

このように、外出や医療・施設などの問題が目⽴った中山間地域とは少し異なり、いくつかの事項に関して混
在した意⾒として現れてきていると考えられます。 

特に、各層とも「交流の場」が少ないことが共通点として課題認識されていたのが特徴でした。しかし、困りご
とや、様々な意⾒がある⼀方で、約８割は「将来もこの地域で暮らしていきたい」との思いを持っておられること
も着目すべき点であると考えます。 

 
３．調査結果からうかがわれる地域の生活・福祉課題 

今回のアンケート調査結果から、市街地においては様々な生活・福祉課題があると考えられますが、そのうち
主なものを取り上げます。 

 
（１）地域の住⺠関係の変化と、今後必要と考えられる「新たなつながり」 

市街地であっても、少子高齢化が進⾏し、若い世代や中高年世代の数も減少しつつあると考えられますが、
十神地区内では新設住宅（⼾建て、集合）が増えている地区もあり、核家族化により、親は以前からの住
居で生活し、子どもの世帯は別に暮らす形も増えてきています。 

十神地区の同居率は約３８％（２世代、３世代同居）と、昨年度調査の中山間地域（２地区︓約
４７％）と比べて約１０％少ない状況があり、また、単身高齢者の比率に⼤きな違いはないと考えられます
が、十神地区では、現在、単身高齢者世帯が約４５０世帯に及ぶと推定（市提供︓人口統計情報によ
る）され、今後も増加していくものと考えられます。 

また、十神地区の多くは従前からの住宅密集地域ですが、その中で空き家も増えつつあり、新設住宅や集
合住宅（アパートなど）が整備される中、地域により平均年齢が高齢化しているエリアと若い世代が多いエリ
アの違いや、多様な考え方、流動性が高い若い世代の意識などから、地区内での住⺠同⼠のつながりも変化
しつつあると考えられます。 

回答では、「日常生活が困難になったときに同居の家族以外で頼る人」として「市内外の家族・親戚」が約
６７％と高く（中山間地域︓約５６％）、「隣近所や同じ町内の人」は１．２％と極めて少ない（中山
間地域︓約９％）状況があり、住宅間の距離感が近い分、お互いの心の距離感としてはうなずけるところも
ありますが、⼀定の距離を置きながら生活する状況があると思われます。 

普段の生活の中では多様な心配や不安なこともありますが、隣近所の付き合いもあったり、地域活性化的
な活動の取組や伝統⾏事が継承されている状況もあり、地域内での生活意識の多様化や災害時の対応な
どの点も頭に置きながら、将来に向かって、地域の生活で⼤切な住⺠同⼠のつながりがどうあるべきか、また「交
流の場」づくりなど、地域・関係機関・⾏政がそれぞれの⽴場で真剣に考えていくことが課題であるといえます。 
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（２）相談機能の充実や生活支援のための横断的な仕組みなど、福祉的な支援を必要とする人への支援
の強化 

 
設問の「生活する上で困っていること、不安なこと」の中で、「困った時に、どこに相談に⾏けば良いか分からな

いこと」との回答が、どの世代でも１２〜１５％と比較的多く、「日常生活が困難になったとき家族以外で頼る
人」の中で、「頼る人がいない」との回答が７．２％と中山間地域（２地区︓４．７％）の１．５倍となっ
ています。 

こうした回答や、自由意⾒の中で⾒られる意⾒も含め、困った時の相談窓口について、縦割りではなく総合
的に周知していく必要があり、さらに、相談時や他の相談窓口へのつなぎを丁寧に⾏うことにより、住⺠の方が
困っていることや不安なことについて、早い段階で受けとめ、解決の方向に向かう支援を速やかに⾏うことにつな
がると考えられます。 

また、専門職や専門機関の支援を受けている人は、予防的支援を含め、制度やサービスにつながりやすい
環境にありますが、相談につながっていない場合やつながっていても単独機関の支援の範囲に留まっている場合
は、単発の支援に終わる場合もあり、困りごとを抱えたまま生活を続けていくことになります。 

市街地では、普段の住⺠同⼠のつき合いは維持されているものの、地区によっては後期高齢者の増加や居
住者の世代の違いにより、そのつながりが薄くなり、近所での自然な形での心配や⾒守りの点も弱くなってきてい
る状況もあります。 

こうした中で問題を抱えたまま、さらに深刻化し、その後の緊急対応を必要とするケースも散⾒され、実際の
相談支援の中でも、様々な経過から生活困窮や要介護の状態にある方、複合的な問題を抱えている方も少
なくない状況があり、早い段階での支援が必要であると実感させられることもあります。 

ついては、今後、身近な地域において、⾒守りや助け合い、また各機関や⾏政の横展開の支援により、
様々な世帯の日常生活を支えるような生活支援の仕組みづくりを具体的に開発していくことが重要な課題で
あり、このことが、住み慣れた地域で最後まで暮らしたいとの多くの方の思いにつながっていくものと考えられます。 

 
３．調査結果を踏まえての提案 
 
（１）⾏政への提案 

①新しい地域包括支援体制の構築と庁内連携体制の確⽴ 
市⺠生活に関する相談窓口は、市⺠が抱える多様な困りごとや不安感について、総合的に受けとめワンス

トップで対応できる包括的相談支援体制の窓口が必要と考えます。そのことより早い段階で問題を把握し、対
応することが可能となり、早期解決にもつながるものと考えられます。このことにより、⾏政をはじめ、専門相談機
関同⼠が密接に連携できる仕組みづくりを構築することも可能となり、市⺠にとっても負叕感が軽減され、市⺠、
⾏政、関係機関の間の距離感も⼀層縮まるものと考えられます。 

ついては、新しい地域包括支援体制の構築を進めるため、今、国が進める「多機関の協働による包括的支
援体制構築事業」の導入により、全世代・全対象型地域包括支援体制の構築を整備するとともに、保健・
医療・福祉分野だけでなく、市⺠生活に関わる住宅、税務、商業、交通、定住、地域振興などの庁内連携
体制の確⽴も必要といえます。 

 
②訪問支援など予防的なアウトリーチへの積極的な取組 

回答世帯の約２割の世帯に福祉的な支援を必要とする人がおり、日常生活が困難になった時の同居家
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族以外の相談先として、市内外の家族・親戚が多数を占めていますが、認知症やひきこもり、また障がいを有
するなどの場合は、医療機関や福祉サービス施設、専門叕当部局などに早期につなぐ中で、適切な医療や福
祉サービスの利用をしながら、可能な限り在宅での生活を送ったり、生活方法や居場所を検討していくなどの
支援が必要と考えられます。 

このため、上記の包括的相談支援窓口の設置や「地域包括ケアシステム連絡会議」また部局横断的な実
務ベースでの連携により、支援を必要とする事例の共有と専門機関との連携を深め、訪問支援を前⾯に出し
た、積極的かつ予防的なアウトリーチの展開が求められます。 

 
③交流や⼦どもの預かりの場の確保や皆で支え合う生活支援ハウス（仮称）の確保 

アンケート回答で、同世代の交流の場が少ないとの意⾒については、交流の場としてどんな場所が活用でき
（交流センター、空家、遊休施設等）、どんな形態で運営するのか（ＮＰＯ、ボランティア等）の両⾯で、積
極的な広報や地域住⺠が主体的に取り組もうとする場合のバックアップ（例えば、モデル事業や試⾏など）に
取り組んでいく必要があると考えられます。子どもの居場所や預かりについても、利用可能な資源の周知やニー
ズに対応できる仕組みの検討などを⾏う必要があると考えられます。 

また、今後、増加する単身高齢者で身寄りのない人や、様々な事情から生活困窮の状態に陥ったり、ひとり
親世帯（特に⺟子世帯）など、生活に余裕がない世帯は少なくないと考えられます。こうした世帯が生活を
維持していく上で、住居は絶対的な要件であり、しかもできるだけ低額かつ保証人要件等を緩和した形での住
居の確保が必要と考えられます。こうした住居については、住まいのセーフティーネットとしての公営住宅の入居
要件の緩和をはじめ、⺠間住宅及び空家の包括的な借上げ等による多機能型の住居としての運用、また⻑
期入居ばかりでなく、入居期間を限定した緊急⼀時的な入居やステップハウス的な位置付けによる運用なども
考えられます。特に、空き家や遊休施設の活用を図る観点から、低額で誰もが入居でき、入居者同⼠で支え
合う共生型の生活支援ハウス（仮称）の確保に向けた検討が必要であると考えられます。 

 
（２）社会福祉関係機関への提案 

 ①連絡会による地域における公益的な取り組みの充実と各法人独自の取り組みの推進 
昨春の社会福祉法人制度改⾰により、各社会福祉法人は公益的な取り組み（地域貢献事業）を積極

的に⾏う責務が法定化されました。本市においては、全国に先駆けて⼀昨年の６月に「安来市社会福祉法
人連絡会」が設置され、市内すべての法人（１０法人）の参加により、相談事業・緊急現⾦貸付・新たな
制度外サービスの開発などが展開されており、こうした事業を継続し、さらに充実発展されていくことが求められ
ます。 

同時に、個々の社会福祉法人においても、市内全域や個別地域で、今後、独自の取り組みを拡げられて
いくことも期待されます。 

また、福祉法人のみならず、医療法人や福祉事業者、ＮＰＯ法人、住⺠団体など、市内の多様な主体
（資源）と地域協働的な連携を深めていくことも必要と思われます。 

 
 ②「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の一体的策定 
   すべての地域住⺠が安心して暮らしていけるよう、地域福祉施策の充実や新たなつながりづくりに結びつくよ

うな地域住⺠の主体的な活動について、⾏政と安来市社会福祉協議会等との連携により、「地域福祉計画」
と「地域福祉活動計画」の⼀体的な策定について検討していく必要があると考えられます。 
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（３）地域（住⺠）への期待 
①自治組織などでの新たな取り組みの推進 

各地域では住⺠の中で叕い、培ってきた自主的な事業や⾏事があり、地域の歴史と切り離せない貴重な
「ものごと」とも言えますが、少子高齢化が進み、単身高齢者も増えていく中で、従来どおりの地域の⾏事などを
維持していくことはますます困難になってくることも予想されます。 

⼀方、十神地区では、昨年から、各自治会の問題を連絡会議の場で共有し解決していくための話し合いが
⾏われており、共通的課題は単独自治会だけでなく連絡協議会の場でも検討しながら取り組んでいく方向で
取り組まれつつあります。また、近年の予想できない自然災害や⼤規模⽕災などに対応できるよう、十神地域
の自主防災委員会では、今年度、地区全域の避難マップづくりに取り組まれたほか、半数近くで組織されてい
る各自治会単位の自主防災組織の充実や新たな組織化支援も進められつつあります。 

こうした自治会や自主防災の取り組みは地域に密着しており、安否確認や⾒守りなどの機能も持つ重要な
活動と考えられます。今後、自治組織を継続して運営していくために、自治会のあり方として、小規模自治会
の連合・合同化や、逆に小回りのきく細分化組織を持つことを検討していくことも必要かと考えられます。また、
子ども会、高齢者クラブなどの個別の活動についても、自治会の合同や少し広い範囲の合同方式も模索して
いくことも必要と考えられます。 

 
②新たな「つながり」づくりに向けた取り組みの推進 

誰もが、望む地域で、可能な役割を持ちながら安心して暮らしていけるよう、地域の中で、新たなつながりを
作っていく必要があると考えられます。 

そのため、自治会や自主防災などの取り組みのほか、交流センターなどを利用して活動している住⺠主体の
各種活動や商⼯団体などの地域活性化の取り組みなども地域を維持し、活性化していくための⼤切な要素
であると考えられます。 

特に市街地では、地区によって様々な世帯が混在し、従来のような地域関係だけでは、お互いに支えあって
生活していくことに限界が出てくると思われることから、地域の住⺠が安心して暮らしていける環境を作っていくた
め、共有できる事項については、様々な団体などが横軸で参集・議論し、できることから取り組んでいけるような
活動体（ネットワーク）を作っていくことも考えられます。また、例えば、今後、交流センター単位で順次設置さ
れていく「生活支援協議体」を、そうした場として利用していくことも考えられます。 

こうした活動体では、地域の様々な資源との積極的な連携、交流や居場所などの機能を持つ拠点づくり、
助けあい組織などについて、具体的に検討していくことが考えられ、こうした取り組みを少しづつでも進めることに
より、住⺠同⼠の新たな「つながり」を創り、「暮らしやすい地域づくり」につながっていくものと考えられます。 
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■ 平成２９年度市街地周辺地域における生活支援に関するアンケート調査結果のまとめ 
 
１．調査結果の概要 

調査期間    平成２９年９月〜１０月 
調査地区    荒島地区 １，３４３世帯 
有効回答数   ７１２通 

 
２．回答結果（抜粋） 
（１）回答世帯の「２割弱」に「福祉の支援が必要な人」があり、その内訳として、要介護者が６割弱と最

も多く、次いで障がい、認知症、ニートなどが１〜２割あります。 
①要介護者  （５６．４％） 
②障がい者  （２４．８％） 
③認知症   （１３．７％） 
④ニート・ひきこもり・無業者 （１２．８％） 

 
（２）「生活をする上で困っていること」として、「近くで買い物ができるところがない」が５割近くと、最も多く

目⽴ちます。次いで、災害時の避難先、自宅などの⼿⼊れができない、近所づきあいが負叕などの
「困りごと、不安なこと」が、それぞれ約２割の声として上がっています。 
①近くに買い物ができるところがない（４７．５％） 
②地震等で被災した場合、どこに避難すればよいかわからない（２４．３％） 
③自宅や周辺の手入れができない（２２．３％） 
④近所づきあいが負叕（１８．７％） など 

 
（３）それでも全体の「８割」以上の人が、最後までこの地域で暮らしたいと思っています。 

①将来も（最期まで）この地域で暮らしたい（８４．４％） 
②将来は別の地域に移りたい（１５．６％） 

 
市街地の周辺地域に位置する荒島地区は、国道９号線や県道１８０号線、ＪＲ山陰本線などの交

通基盤があり、東の市内中心部や米子、⻄は松江、南部は広ÿと隣接地域との⾏き来もしやすく、地域
内や隣接地区に診療所や福祉施設（小規模多機能、デイサービス、グループホーム、特定施設）、ドラッ
グストア等の資源があり、⼀⾒、生活しやすい地域と⾒えますが、調査の回答世帯の約１８％に「福祉的
な支援が必要な人」がおり、日常生活における心配や不安としては、「買い物の不便さ」、「被災時の避難
先」、「自宅及び周辺の手入れ」などの意⾒が目⽴っています。こうした意⾒は、＜病気や要介護状態の時
に希望するサービス＞としての回答で、通院・買い物等の同⾏支援や福祉サービス、避難支援などの希望
が多く、＜地域の助け合い活動＞に関する回答にも関連して現れてきており、現在地で今後も暮らしていき
たいと思う人たちが多い半⾯、現実には生活上の困りごと・心配ごとが種々あり、何らかの助け合いが必要と
感じていることを示しています。 

 
＜自分や家族が、病気や要介護状態になった時に望むサービス＞ 

・低料⾦のサービス付き生活支援施設（４６．０％） 
・買い物支援サービス（３７．５％）、通院・買い物などの同⾏支援サービス（２８．６％） 
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・入院入所支援、配食支援、掃除支援などのサービス（各１８〜２８％） 
・災害時の避難支援（２４．８％） など 

 
   ＜地域の助け合い活動への参加＞ 

・参加してもよい（５８．５％）  
・ぜひ参加したい（ ５．７％） 
・参加したくない（２６．２％） 

 
   ＜どのような助けあいが必要ですか＞ 

・⾒守り、声がけ（５１．１％） 
・防災組織、避難訓練等（３６．３％） 
・生活援助サービス（２７．２％） 
・地域の居場所づくり（２６．０％） など 

 

３．調査結果からうかがわれる地域の生活・福祉課題 

今回の調査結果から、市街地周辺地域においては様々な生活・福祉課題があると考えられますが、そのう
ち主なものを取り上げます。 

 
（１）地域の「まとまり」と実践を、生活を支える仕組みにつなげていくための「新たな挑戦」 

荒島地区は市街地の周辺地域にあって、５地区から成り⽴っていますが、それぞれの地区で少し異なる状
況もあります。 

まず、国道９号線沿いの荒島、⻄荒島地区は昔から集落が形成されてきた町で、高齢化や単身世帯が
増えつつも、⼀定数若い世代もいるものと考えられます。また、東南部の⻄赤江地区は従来からの集落で、そ
のうち南部の山塊地域に１９７０年頃からの団地造成（神塚団地）により若い世代を中心に新しい住宅
街が形成されましたが、この世代が高齢化し実数も多いことから、今後、さらに生活上の課題が深刻化する可
能性があります。その他の南⻄部の久⽩や日⽩地区は昔から農業などに従事してきた地域で、高齢化は進ん
でいるものの、ある程度次世代の同居もあり、地域の活動も継続されていると思われます。 

このように、５つの地区でやや異なる状況はあるものの、総じて少子高齢化が進んでおり、地域の商店の閉
鎖により身近な場所で買い物ができないといった問題が生じてきています。 

⼀方で、荒島地区は、以前から地域のまとまり（つながり）があり、地域の有志により、約２５年前に「荒
島地区活性化推進協議会」が結成され、さまざまな取り組みを⾏う中で、近年は県外の町との相互訪問交
流も⾏われているほか、若い世代を中心に取り組む「あらしまこーふんふぇすた」、交流センターなどが取り組む、
次世代育成と活性化を目的とする「キッズもりあげ隊」など、荒島地区を何とかしようとの思いが引き継がれてき
ています。 

こうした点から、今後、深刻さを増してくると考えられる生活課題に対して、現在、地域で持続的に取り組ま
れている様々な活動を、どのように連携させつつ、将来に向けて発展させていくのか、そのような時期に差しかか
っているものと考えられます。 

荒島地区のように、地域内での活発な活動がある地域において、こうした地区住⺠の生活を支える課題に
挑戦していくことが、より⼀層、荒島地区の活性化と「誰もが安心して暮らせる地域づくり」につながっていくものと
考えます。 
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（２）早期に相談・支援につながる仕組みづくりや、だれでも、できる範囲で役割を持ちあう地域づくりの推進 
 

設問の「生活する上で困っていること、不安なこと」の中で、「困った時に、どこに相談すればよいかわからない」
との回答が、昨年度の市街地調査よりもやや低く、日頃からの近所や地域での自然な形での相談相手や、⺠
生委員さんなどによる相談支援がなされている状況があると思われます。 

地域や近隣で話したり、相談しやすい関係は、ふだんの生活の中ではあまり意識されませんが、ともに地域で
暮らしていく上で極めて⼤切な関係になります。 

今後、地域で住⺠同⼠のつながりや⺠生委員さんの支援などは、地域の課題解決⼒の強化を図る上から
も益々重要になります。また、住⺠主体による買い物支援や通院支援、掃除支援などの生活支援を⾏うため
の仕組みづくりの検討や実践活動の開発が今後の課題になると考えられます。 

また、地域における課題解決だけでなく、市段階における⾏政をはじめ専門相談機関等による「包括的相
談体制」の確⽴を図り、困った時には早期に相談窓口につながり、早い段階での支援につながるよう、関係機
関との連携を深めていく必要があると考えます。 

⼀方、「被災時の避難先がわからない」（２４．３％）は、市街地よりわずかに高く、中山間地域よりも
６ポイント近く高めとなっています。また、「近所づきあいが負叕」（１８．７％）についても、中山間地域より
も高く、市街地より約９ポイント高めとなっています。これらはあくまで回答があった世帯の中での比率にすぎませ
んが、こうした項目も荒島地区の地域課題の⼀端を示している側⾯もあるように思われます。 

併せて、防災や地域の自治会に関する負叕感については、⼀定の役割が果たせる人材を少しづつ確保して
いくとともに、住⺠みんなが「できることから、それぞれできる範囲で、少しづつ」取り組んでいけるような、「薄く広
い役割」をみんなが持つような方向性を打ち出したり、仕組みを⼯夫していくことも必要と思われます。 

こうした取り組みは、住み慣れた地域で暮らしてきたいとの多くの声に応えていくことになるものと考えられます。 
 

３．調査結果を踏まえての提案 

 
（１）⾏政への提案 
 ①さまざまな相談に早期対応できる仕組みと地域包括的な支援体制の構築と連携の確⽴ 

地域住⺠に対する相談窓口は、住⺠が抱える多様な困りごとや不安感について、早い段階で受けとめ、具
体的な支援につながる仕組みを充実することにより、早期解決につながるものと考えられます。 

このため、総合的に受け止めワンストップで対応できる包括的相談支援体制の整備が必要であり、併せて、
⾏政と関係機関・施設等が、随時・密接に連携できる機能は⽋かせず、このような支援体制の充実が住⺠の
不安感を緩和し、住⺠と⾏政、関係機関の距離感も縮まり、住⺠の安心感も増してくるものと考えられます。 

ついては、多機関が協働して、すべての世代や様々な問題に対応できる地域包括的支援体制を構築し、
保健・医療・福祉分野だけでなく、住⺠生活に関わる住宅、税務、商業、交通、定住、地域振興なども含め
た庁内連携や多機関連携の確⽴が必要と考えます。 

 ②予防的な在宅訪問などアウトリーチへの積極的な展開 
回答世帯の２割近くの世帯に福祉的な支援を必要とする人がおり、日常生活が困難になった時の頼る先

は、市内外の家族や親戚が約６５％、次いでケアマネなどが約１３％との回答で、中山間地域や市街地と
ほぼ同傾向ですが、頼る人がいないが７．２％とやや高めとなっています。 

上記①のような相談時の早期対応や包括的な支援の仕組みを充実するとともに、支援を必要とする例や
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今後支援の必要性が推測されるような例を含めて、地域・⾏政・専門機関等との間の連携を深め、情報共
有を進める中で、健康などを切り口にした在宅訪問などの手法により、支援が必要な（必要になってくると想定
される）人・世帯への予防的なアウトリーチの展開を積極的に⾏っていく必要があると考えます。 

 ③地域の取組への支援と交流センターを中心とする「生活支援協議体」の設置促進 
今後、荒島地区においては地域のつながりの⼒を生かした、新たなつながりや支えあいなどにより、住みなれ

た地域で暮らしていけるような取り組みを進めるとともに、生活支援のための体制づくりを充実させていくことも重
要と考えます。 

この取り組みが荒島地区で主体的・積極的に進められるよう、地域活動の拠点である交流センターを基幹
とし、子どもから高齢者まで地域の住⺠すべてが安心して暮らしていけるよう、「地域包括ケアシステム」の構築
を目指す観点から、その活動体としての「生活支援協議体」の設置を進め、荒島地区の取り組みを積極的に
支援していく必要があると考えます。 

 
（２）社会福祉関係機関への提案 

 ①社会福祉法人による地域公益的な取り組みと多様な主体との地域協働の推進 
昨春の社会福祉法改正により、各社会福祉法人の責務として、公益的な取組（地域貢献事業）を積

極的に⾏うことが明記されました。本市では、全国に先駆け、平成２７年６月に市内の１０の社会福祉法
人により「安来市社会福祉法人連絡会」が設置され、丸３年を迎えようとしています。 

この連絡会では、ふくし何でも相談事業・緊急現⾦貸付・生活支援アンケート調査への協⼒のほか、「新た
な制度外サービスの開発」として、生活支援アンケート調査実施地区への支援事業、市内のこども食堂（４
か所）への助成などが実施されており、今後、福祉人材の養成・確保などの実施が検討されています。 

こうした公益的な取り組みは、市内全域のみでなく、先進的モデルの促進との観点から個別地域との連携も
⾏われていますが、新たな社会資源として、今後⼀層、地域や多様な組織との地域協働的な連携と地域へ
のバックアップを深めていくことが期待されます。 

また、個別の社会福祉法人や施設が⽴地し基盤を持つ地域では、各法人と地域が、地域⾏事や法人・
施設の⾏事との相互交流や協働事業などを⾏うことによって、双方の理解が深まり、より緊密で親しみやすい
関係が生まれ、地域の活性化にも波及してくるものと考えます。 

 
（３）地域（住⺠）への期待 

①地域のまとまりや先進的な活動と、今後に向けた方向性 
荒島地区全体や個々の自治会では、住⺠が叕い、連綿と培ってきた事業や⾏事があり、地域の歴史と切り

離せない⼤切な「協働の場」とも言えます。地域によっては若い世代の活動があったり、荒島地区全体では活
性化推進協議会や⻘年協議会、また交流センターなどで、これまで活発に⾏われてきた活動の経験（値）
は、世代を超えて継がれていくものと考えられます。 

しかし、⼀方で、少子高齢化や単身高齢者が増えてきつつある中で、従前のような⾏事や事業を、今後も
同じような形で維持していくことは次第に困難になってくることが予想されます。 

現在、交流センターでは、新たに地域の防災⼒を高める活動やこれまでの活性化推進協議会の取り組みを
基盤に、地域の生活に目を向けた活動の必要性についての話し合いも始まりつつあります。 

こうした荒島地域において、持続できる生活を成り⽴たせる仕組みなどを模索していこうとする方向性は、極
めて重要な意味を持つものと考えられます。 
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また、地域のつながりの象徴的な意味を持つ⾏事や地域の生活で⽋かせない自治会などのつながりを継続
していくために、⾏事や自治会について、これからのあり方や⼯夫なども含めて検討していくことも必要になってく
るものと考えられます。 

 
②将来に向けて、暮らしやすい荒島に向けた取り組みの推進 

地域のすべての人が、尊厳を持ちながら、望む地域で、できる役割も果たしながら、健康で暮らしていけるよ
う、地域の中で暮らしやすい仕組みを作っていく必要があります。 

そのため、交流センターのほか、自治会連絡協議会、荒島地区⺠生児童委員協議会、荒島地区社会福
祉協議会、荒島地区活性化推進協議会、⻘年協議会などの各種団体やボランティア活動を⾏っている皆さ
んなどは、こうした仕組みづくりのあり方を検討していく際の中核的な役割を果たしていくものと考えられます。 

⼀方で、これらの機関や団体などはそれぞれ固有の活動を⾏っており、これらの活動を維持しながら、荒島
地区の現状とアンケートで⾒えてきた住⺠の意⾒などを踏まえながら、お互いが共有する課題として認識するこ
とが、将来の荒島地区を考えるに当たっての第⼀歩になるものと考えます。 

その後のステップとして、これからの荒島をどうしていくか、生活を支えたり、助け合えるような仕組みなどを創り
出すことができないかなどについて、にぎやかに、活発に議論できるような気風を持った「話しあいの場」と「具体
的な活動を企画する場」を、様々な団体などが横軸で結集する活動体（ネットワーク）として、地域主体の観
点で作っていく必要があると考えられます。 

こうした活動体は、他地区では「生活支援協議体」として活動しています（例︓赤屋地区）が、市（委託
先︓市社協）において、今後、交流センター単位でこうした「生活支援協議体」が設置されるよう、促進・支
援していく予定であることから、市及び市社協との連携や支援を積極的に活用しながら、「暮らしやすい荒島地
区」を目指して取り組んでいくことが考えられます。 
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■ 平成３０年度市街地周辺地域における生活支援に関するアンケート調査結果のまとめ 
 
１．調査結果の概要 

調査期間 平成３０年９月〜１０月 
調査対象 広ÿ町広ÿ地区１，４３３世帯 
有効回答数 ７２１通 

 
２．回答結果（抜粋） 

 
（１）回答世帯の「２割強」に「福祉の支援が必要な人」があり（菅原地区では「3 割強」）、その内訳は

次のとおりでした。 
    ①要介護者  （６５．３％） 
    ②障がい者  （２９．９％） 
    ③認知症   （２１．５％） 
    
（２）２割以上の人が「生活をする上で困っていること」 
    ①自宅、自宅周辺の手入れが出来ないこと （２９．９％） 
    ②近所付き合い（自治会・町内会の役割）が負叕 （２７．３％） 
    ③現在の家屋では生活しづらいこと （２１．０％） 
 
（３）それでも全体の「８割」以上の人が、最後までこの地域で暮らしたいと思っています。 
    ①将来も（最期まで）この地域で暮らしたい（８４．４％） 
    ②将来は別の地域に移りたい（１５．６％） 
 

旧︓広ÿ地区内には、医療機関（安来市⽴病院、開業医等）や福祉施設（小規模多機能居宅
介護、ホームヘルプ、ディサービス、グループホーム等）、⾏政機関（安来市健康福祉部、安来市分庁
舎）、スーパーマーケットやコンビニ、個人商店などもあり、安来市広域生活バスの本数もルートも比較的確
保されていますが、⼀方、菅原地区、下山佐地区は地域の資源も少なく、バスのルート・本数も限られてい
ます。こうした違いは、アンケートの結果にも表れました。 

 
＜生活をする上で困っていること＞として、菅原地区では「ごみの分別がわかりづらい、集積所までが遠い」

が２割、下山佐地区では「公共交通機関が少なく外出に不便」が３割弱と他地区に比べて高く、「近くに
買い物できるところがない」という回答は、広ÿ地区では 1 割以下ですが、菅原地区と下山佐地区では３
割前後ありました。 

＜外出に困難を感じている人＞の割合も広ÿ地区では６割強ですが、菅原地区では９割となっていま
す。 

＜病気や介護状態の時に希望するサービス＞としての回答は、生活支援施設等への入所、家の管理、
買い物支援サービス、病院・買い物等の支援サービス、災害発生時の避難支援などの希望が、各地区に
共通して多くありました。このように、＜生活をする上で困っていること＞に地区で多少の差異はあるも、住み
慣れた馴染みのある地域で今後も暮らしていきたいと思う人たちが多いことが明らかになりました。半⾯、生
活上の困りごと・心配ごとが種々あり何らかの支援が必要と感じている人も明らかになりました。 
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  ＜生活する上で困っていること（地区別）＞ 
項目 全体 広ÿ 菅原 下山佐 
自宅・周辺の手入れ 29.9 30.1 33.3 27.3 
近所付き合いが負叕 27.3 28.7 26.7 18.2 
現在の家屋の生活しづらさ 21.0 20.2 26.7 20.5 
ゴミの分別等  7.4  5.9 23.3  9.1 
外出不便 12.0 11.2  3.3 27.3 
近くに買い物出来るところがない  9.2  5.6 30.0 27.3 

 

  ＜病気や介護状態の時に希望するサービス＞ 

・低料⾦のサービス付き生活支援施設（３６．１％） 

・入院、入所支援サービス（２７．２％） 

・家の管理（３３．７％） 

・買い物支援サービス（３１．２％） 

・通院、買い物同⾏支援サービス（２８．９％） 

・災害発生時の避難支援（２７．８％） 

・掃除支援サービス（２２．４％） 

・配食支援サービス（２５．１％） 

  ＜どのような助け合いが必要か＞ 

・⾒守り、声かけ （５８．１％） 

・自主防災組織、避難訓練等（４３．２％） 

・地域の居場所づくり（３０．２％） 

・生活援助サービス（２５．９％） 

 

２．調査結果からうかがわれる地域の生活・福祉課題 

今回の調査結果から、市街地周辺地域においては様々な生活・福祉課題があると考えられますが、その
うち主なものを取り上げます。 

 
（１）地域のつながり 

＜生活する上で困っていること＞で回答が多かったのが「近所付き合いが負叕」であり、２７.３％と、他地
区（比田・赤屋地区１４.７％、荒島地区１８.７％）と比べ高い数値になっています。年代別にみると、
１０〜４０代が３６.７％と、５０〜６０代の２４％、７０〜９０代以上の２５.９％に比べ高い数値
になっています。自由意⾒では、高齢により自治会の役員が負叕、年⾦生活で町内会費が負叕、⾏事が多
いなどの意⾒がありました。 

⼀方、同じ設問で、「同世代での交流の場が少ないこと」という回答は,全体で１６.８％ですが、年代別に
⾒ると５０〜６０代の１３.１％、７０〜９０代以上の１４.９％に比べ、１０〜４０代は３０．４％
とかなり高くなっており、地域の人間関係の煩わしさを感じながらも、特に比較的若い世代に、同世代のつなが
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りを求める声が多くあります。 
若い世代のリフレッシュや娯楽の場など居場所をつくることや、子育て世代の意⾒にある子供の遊びや学習

の場の確保、図書館の充実を図ることなどは、若い世代の定着につながるとともに、集うことや話し合うことが助
け合いの流れにつながっていくものと思われます。 

併せて、地域の⾏事や自治会に関する負叕感については、⼀定の役割が果たせる人財を発掘していくととも
に、住⺠みんなが「できることから、それぞれできる範囲で」取り組んでいけるような、「薄く広い役割」をみんなが
持つような方向性を打ち出したり、仕組みを⼯夫していくことも必要と思われます。 

こうした取り組みは、住み慣れた地域で暮らしていきたいとの多くの声に応えていくことになるものと考えられま
す。 

 
（２）支援を必要とする人の生活を支える制度や助け合いの仕組みの構築 

日常生活が不自由になったとき、同居の家族以外で誰を頼りますかという質問に対し、頼る人がいないと回答
した人が５.４％ありました。 

同居以外の家族や親しい友人知人、専門職の支援を得られる人は必要な制度やサービスにつながりやすい
環境にありますが、困りごとを誰にも相談する人がなく、気にかけてくれる人もいなければ、困りごとを抱えたまま生
活を続け、問題が⼤きくなって初めて発⾒されることになります。困った時に早期に相談窓口につながり、早い段階
での支援に繋がるよう、関係機関の連携を深めていく必要もありますが、地域や近隣で、相談しやすい関係をつく
っていくことが、ともに地域で暮らしていく上で極めて⼤切な関係になります。 

今後、地域で住⺠同⼠のつながりや⺠生委員さんなどの支援は、地域の課題解決⼒を高める上からも益々
重要になります。また、住⺠主体による⾒守り・声かけ、買い物支援や通院支援、掃除支援などの生活支援を
⾏うための仕組みづくりの検討や介護予防活動の開発が今後の課題になると考えられます。 

 
３．調査結果を踏まえての提案 

（１）⾏政への提案 
 ①「地域共生社会」の実現に向け多機関の協働による包括的相談支援体制と庁内連携の確⽴ 

地域住⺠に対する相談窓口は、住⺠が抱える多様な困りごとや不安感については、早い段階で受けとめ、
具体的な支援につながる仕組みを充実することにより、早期解決につながるものと考えます。 

そのためには、身近な地域における住⺠主体の相談体制や市段階における対象者ごとのタテワリの相談支
援から、すべての世代や様々な複合化・複雑化した課題に総合的・専門的にワンストップで受け止める多機
関協働による包括的相談支援体制の整備が必要です。 

併せて、⾏政の相談窓口が、随時・密接に連携できる相談支援体制の確⽴が住⺠の不安感を緩和し、
住⺠と⾏政、各相談機関の距離感も縮まるものと考えます。 

ついては、今、国が積極的に進める地域共生社会の実現に向けた「多機関の協働による包括的支援体制
構築事業」（補助率３／４）の政策導入が必要と考えます。さらに、⾏政においては保健・医療・福祉分野
だけでなく、生活に全般に関わる住宅、税務、商業、交通、定住、地域振興などを含めた庁内連携の確⽴が
必要といえます。 

 
  ②住⺠が主体的に地域課題を把握し解決を進めるための支援体制の強化 

すべての人が、孤⽴せずに、必要な支援を受けながら、役割と生き甲斐をもって、その人らしい生活を送るた
めには、地域包括ケアシステムの構築や地域共生社会の実現が求められます。そのためには、住⺠が主体的
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に地域課題を把握し、課題解決を進めることが重要な要素になります。広ÿ地区においても、子どもから高齢
者まで地域の住⺠すべてが、住みなれた地域で安心して暮らしていけるよう「地域⼒強化推進事業」（補助
率３／４）の政策導入が必要と考えます。 

前述したように、広ÿ地区・菅原地区・下山佐地区において、地区の資源や住⺠の状況に差異があること
から、地域の実情にあった取り組みがそれぞれの地区で主体的に進められるよう、地域活動の拠点である交流
センターを基幹に、その活動体としての「協議体」の設置を進め、各地区の取り組みを積極的に支援していく必
要があるといえます。 

 ③予防的な相談支援（アウトリーチ）や「住⺠運営の通い場」の積極的な展開 
回答世帯の約２割の世帯に福祉的な支援を必要とする人がおり、日常生活が困難になった時に頼る先は、

全体でみると市内外の家族や親戚が約６０％、次いでケアマネなどが約１９％との回答ですが、菅原地区と
下山佐地区においては、ケアマネなどの回答が３割近くあり、専門機関を頼る世帯の割合が高くなっています。 

上記①のような相談時の早期対応や包括的な支援の仕組みの整備を図り、地域・⾏政・相談機関等との
連携を深め、情報共有を進める中で、予防や健康などを切り口にした相談支援（アウトリーチ）の相談支援
をはじめ、実際に外出の機会となる「住⺠運営の通いの場」などの拡充により、支援が必要な（必要になってく
ると想定される）人や世帯への予防的な相談支援（アウトリーチ）や「住⺠運営の通いの場」の充実を積極
的に⾏っていく必要があるといえます。 

 
（２）社会福祉関係機関への提案 

①社会福祉法人による公益的な取組みと多様な主体との地域協働の推進 
平成２９年社会福祉法の改正により、すべての社会福祉法人の責務として、公益的な取組（地域貢献

事業）を⾏うことが明記されました。本市では、全国に先駆け、平成２７年６月、市内の１０の社会福祉
法人により「安来市社会福祉法人連絡会」が設置されています。 

この連絡会では、ふくし何でも相談事業・緊急現⾦貸付事業・生活困窮者等緊急⼀時生活費・用品給
付事業、生活支援アンケート調査への協⼒のほか「新たな制度外サービスの開発」として、生活支援アンケー
ト調査実施地区への支援事業、市内のこども食堂（４か所）への助成などが実施されており、本年度は、福
祉人材の養成・確保を目的とした「介護の入門的研修」や、地域共生社会の実現を目指した取組みとして公
開講演会などが実施されました。 

こうした公益的な取り組みは、市内全域のみでなく、先進的モデルの促進との観点から個別地域との連携も
⾏われていますが、新たな社会資源として、今後⼀層、地域や多様な組織との地域協働的な連携と地域へ
のバックアップを深めていくことが期待されます。 

また、個別の社会福祉法人や施設が⽴地し基盤を持つ地域では、各法人と地域が、地域との協働事業な
どを⾏うことによって、双方の理解が深まり、より⼀層、地域の活性化に貢献していくものと考えます。 

 
（３）地域（住⺠）への期待 

①地域のつながりやまとまり 
広ÿ地区は⻑い歴史を持つ地域であり、各⾏事も地域のつながりの象徴的な意味を持つものです。また、

自治会などのつながりも地域の生活で⽋かせないものですが、少子高齢化や単身高齢者が増えつつある中で、
従前のような⾏事や事業を、今後も同じような形で維持していくことは次第に困難になってくることが予想されま
す。 

⾏事や自治会について、これからのあり方や⼯夫なども含めて検討していくことも必要になってくるものと考えら
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れます。また、若い世代が集える場所や機会をつくることも、地域のつながりやまとまりにつながっていくもの考えま
す。 

 
 ②将来に向けて暮らしやすい広ÿに向けた取り組み 

地域のすべての人が、尊厳を持ちながら、馴染みの地域で、できる役割も果たしながら、健康で暮らしていけ
るよう、地域の中で暮らしやすい仕組みをつくっていく必要があります。 

広ÿ地区の現状とアンケートで⾒えてきた住⺠の意⾒などを踏まえながら、お互いが共有する課題として認
識することが、将来の広ÿ地区を考えるに当たっての第⼀歩になるものと考えます。 

その後のステップとして、これからの広ÿをどうしていくか、生活を支え合えるような仕組みなどを創り出すことが
できないかなどについて、活発に協議できる「話しあいの場」と「具体的な活動を企画する場」を、様々な団体な
どが横軸で結集する活動体（ネットワーク）として、住⺠主体の観点で創っていく必要があると考えます。 

こうした活動体は、他地区では「生活支援協議体」として活動しています。（例︓赤屋地区）今後、交流
センター単位でこうした「協議体」が設置されるよう、促進・支援していくことから、市及び市社協との連携や支
援を積極的に活用しながら、「暮らしやすい広ÿ」を目指して取り組んでいくことが必要であると考えます。 
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第３節 ２期計画の評価・⾒直しについて 

 
「安来市地域福祉計画（第１期）」は、社会福祉法第１０７条に基づき、少子高齢化等の社会

問題や地域課題に取組み、地域福祉を総合的かつ計画的に推進させるための基本計画として、平成
２２年３月に策定しました。計画の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５か年計画とし、
関連する福祉計画との整合性を図りながら、福祉施策の変化や、住⺠ニーズ、社会情勢の変化などに
対応するため、必要に応じて計画の⾒直しを⾏なうための「安来市地域福祉計画検討委員会」を開催
し、計画の進捗状況について、年度ごとで点検・評価しました。平成２６年４月には、「安来市地域支
え合い活動の推進に関する条例」を制定し、要援護者等の把握に努め、「⾒守り体制」の充実を図ると
ともに、自主防災組織の設⽴による防災体制の強化、高齢者部門では、自治会単位でのミニサロン、ミ
ニデイサービスが年次的に整備されるなど、地域福祉活動の必要性に対する理解が進み、住⺠⼀人ひ
とりが社会の⼀員としてまちづくりに参加することが促進されていることは評価されました。 
 

次の、「地域福祉計画（第２期）」は平成２７年３月に策定し、平成２７年度から平成３１年
度までの５年間計画とし、変化する地域社会や地域課題に対応すべく、引き続き地域福祉の推進を
図りました。第１期と同様に、「安来市地域福祉計画検討委員会」を開催し、基本理念となる「助けあ
い、支えあい、みんながいきいきと輝くまち」に基づく基本目標については、「第２期計画」においても継承
しながら、計画の進捗状況について、年度ごとで点検・評価しました。 

【基本目標１】 「地域福祉に参加できるまちづくり」 
【基本目標２】 「人と人とが支え合い、いつまでも安心して暮らせるまちづくり」 
【基本目標３】 「利用者の視点に⽴った福祉サービスが実現するまちづくり」 

 第２期計画ではこうした経過を踏まえ、地域課題を検討した後、以下の事項を「重点的な取り組み」
と位置づけ今後の地域福祉を推進すると結んでいます。 

１．地域福祉活動計画の整備・拡充 
安来市社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画と連動し、地域福祉活動計画の整

備・拡充が図られるよう対応すること。 
２．ボランティア活動の支援体制の充実 

社会福祉協議会が開設しているボランティアセンターの機能を充実させ、活動を支援していくこと。 
３．⾏政の全庁的な取り組みの強化 

地域福祉の推進のため、⾏政関係部課が横断的に取り組むための推進体制を強化していくこと。 
 

このたびの「地域福祉計画（第３期）」は、令和２年度から令和６年度までの５年間計画とします。
新計画の策定では、これまでの計画の評価、検証が重要です。これまでも計画の進捗状況について、年
度ごとで点検・評価していますが、第２期計画の基本目標１〜３について、地域福祉計画検討委員
会、社会福祉協議会、福祉課等の職員で次の別表１〜３のとおり評価を⾏ないました。 
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第３章 計画の基本理念と基本目標 

第１節 基本理念（スローガン） 

 

人と地域で支え、助け合う、共生社会のまちづくり 
 

超高齢社会において、誰もが住み慣れた地域で暮らし続けることができるように、医療・介護・予防・
住まい・生活支援が⼀体的に提供される地域包括ケアシステムが進められています。 

⼀方、地域共生社会の実現に向けては、包括的ケアシステムの理念を、高齢者のみならず、障がい
者、子どもなど生活上の困難を抱える人にも拡げていく必要があります。 

これまで日本の福祉制度は、対象者別に法律が定められ、縦割りであることの問題が指摘されてきま
した。地域の中には、８０５０問題、介護と育児のダブルケアなどの複合した課題や多重債務や離婚
等、さまざまな問題が混在している場合があります。 

こうした状況の中で、「我が事」として住⺠主体の活動によって、地域課題の解決⼒を高めていく地域
づくりと、「丸ごと」として公的サービスの総合的な提供の体制づくりの重要性を踏まえて、支援を必要とす
るすべての人びとを対象とした地域包括ケアの進化を目指します。 

近年では、その地域に暮らす住⺠自身の参画やボランテイアなどのインフォーマルな社会資源への期待
が高まっている状況です。住⺠同⼠が地域の課題を共有し、「住み続けたいと思う地域の姿」を⾏政、社
協等と住⺠が共に描くなかで、必要な助け合いや生活支援のための仕組み、地域にマッチしたサービスを
開発する必要があります。こうした活動は、住⺠主体の地域づくり、福祉でまちづくりそのものと言えるでし
ょう。 

市では、市⺠⼀人ひとりの人権が尊重され、誰もが自分の役割と生きがいを持って、地域福祉活動に
参加し、愛着のある地域で、共に生き、助け合いができる環境を支援します。 
 

第２節 基本目標 

１．人と地域を支える体制をめざす 

安心・安全に生活していくことができる地域社会を構築するため、地域住⺠による、自治会活動や⺠
生委員・児童委員の活動、様々なボランテイア活動などへの参加を通じて、地域の支え合いの基盤を整
備することが⼤切なことから、地域福祉を推進するための叕い手の養成や地域福祉を下支えするボラン
テイア参加促進、福祉教育の充実などにより活動の参加意欲の醸成を図ります。 

また、地域福祉活動の基盤となる地域コミュニティの活性化を図り、互いの多様性を認め合うことがで
きる社会づくりと地域がつながり、支えあう体制づくり、地域の居場所づくりについて取り組みを進めます。 
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２．総合的な相談支援を推進する 

超高齢社会で2025年問題が間近となり、高齢者人口の増加に伴い、医療、介護、予防、住まい、
生活支援のサービスを⼀体的に提供・支援を⾏える既存の地域包括ケアシステムをより深化させる取り
組みを⾏います。 

虐待やＤＶなどの生活課題や福祉ニーズに対応するため、権利擁護の取り組みの充実に努めるとと
もに、関係団体と連携・協働し、利用者が安心してサービスを利用できる環境整備を⾏います。 

また、複合的な問題の解決のためには「縦割り」となっている福祉制度の範囲を超えた分野横断的な
支援が必要です。総合的な相談支援体制において、分野横断的な支援を実施するとともに、⼀体的な
福祉サービスの提供の推進を⾏います。 

３．安心して住み続けられるまちづくりをめざす 

誰もが安心安全に暮らし続けることができるまちづくりをめざし、生活住環境の整備、確保に努めます。
また、地域の中で防災・防犯体制を構築します。 

災害については、地域防災⼒を強化する必要があります。そして、市⺠⼀人ひとりが「自分の命は自
分で守る」という「自助」、「自分たちの地域は自分たちで守る」という「互助」の防災意識の下、地域住
⺠同⼠の支え合いの体制の構築が⼤切です。 

４．地域の福祉課題に取り組む 

各分野の計画（高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障がい者基本計画、障害福祉計画、障
害児福祉計画、子ども・子育て支援事業計画、健康増進計画、食育推進計画、自死対策計画、男
⼥共同参画計画、地域防災計画）の中から、基本理念と基本目標に関する、各福祉分野の施策の
方向性を示しています。 

計画としてはありませんが、平成 27 年度より始まった「生活困窮者自⽴支援制度」により、ワンストッ
プで相談からサービス受給、アフターフォローまで⼀貫して支援する「伴走型支援」を実施し、課題解決に
向けて、就労支援、生活支援の連携を図りながら支援しており、この取り組みについても施策の方向性
を示しています。 
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第３節 計画の体系 
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基本目標１ 人と地域を支える体制をめざす 
 

 

地域福祉活動の推進には、地域住⺠による自治会活動や⺠生委員・児童委員の活動、ボランティ
ア活動などにより、地域の支え合いの基盤を整備する必要があります。 

しかしながら、自治会活動では、自治会加入率の減少に加え、役員のなり手がなく、高齢化していま
す。 
 すべての住⺠が、地域を支えている活動の意義や内容を理解し、興味を持つことができるよう、また、活
動をしている人がやりがいや充実感を持って活動できるよう、働きかけや支援を⾏ないます。 
 また、社会福祉協議会のボランティアセンターで、ボランティア活動に関心を持ち、ボランティアとして参
加を促す仕組みづくりを進めていきます。 
 

 

 

・身近で⾏なわれている自治会活動や地域福祉活動に参加してみましょう。 
・ボランティア活動に積極的に取り組みましょう。 
・自治会における役員、活動のあり方、活動内容について点検し、参加しやすい自治会活動にしましょう。 
・⼀部の人に負叕がかからないよう、役割を分叕することで活動へ参加しやすくしましょう。 
 

 

 
・事業者や企業は、積極的に地域の活動に協⼒しましょう。 
・企業や事業者は、従業員が地域福祉活動やボランティア活動に参加しやすいよう、職場の環境を整え
ましょう。 
 
 

 

 

取組 内容 叕当 

⻘少年の健全育成 
●交流センターの取組を進めるとともに各交流センターの情報共有
を支援し、地域での子育て支援に対する機運の醸成を図ります。 

市 
社協 

ボランティア活動の支
援 
 

●ボランティアセンターを中心に、ボランティア活動に興味や関心を持
ち、ボランティアとして参加を促す仕組みづくりを進めます。 
●市内のボランティア団体、やすぎボランティア団体ネットワークなどと
連携、交流し活動者の育成に努めます。 

社協 

１．地域福祉活動の促進 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

ボランティアの育成 

●手話奉仕員養成講座などを実施し、障がい者の円滑な意思疎
通に携わることのできるボランティアを養成するとともに、ボランティア登
録者の確保を図ります。 
●高齢者生活支援ボランティア養成講座などのボランティア講座や
研修会を活用しボランティアの養成、育成を図ります。 

市 
社協 

自治会の加入促進 
●市⺠課の窓口で、自治会加入の案内を⾏なっています。加入促
進に向け、様々な機会を捉えて、市⺠に自治会の役割や意義を説
明します。 

市 

 
 
 
 
安来市社会福祉法
人連絡会 
 
 
 
 

●市内のすべての社会福祉法人（市社協を含む 10 法人）の連
携による地域貢献の取組みを進めるため平成 27 年に設⽴されまし
た。各法人施設の協⼒により事業展開を⾏なっていますが、特に「ふ
くし何でも相談」では生活困窮に係る相談が最も多くなっています。
下記の事業連携により、相談者に対し緊急支援を効果的に実施し
ています。 
①ふくし何でも相談事業、②生活困窮者等緊急⼀時生活費給
付・用品給付事業、③生活困窮者等現⾦貸付事業、④生活困
窮者等の就労に向けた社会参加・就労体験の受け入れ、⑤フード
バンク事業への協⼒、⑥新たな制度外の生活支援サービス等の開
発（子ども食堂支援など）等 

社協 

庁舎内地域福祉連
絡会議 

●市役所関係各課、社会福祉協議会等が、地域福祉に関する課
題について、情報共有、課題解決に向けた取組み等を協議し、地
域福祉の推進を図ります。（旧地域包括ケアシステム連絡会議） 

市 
社協 

専門学校との連携 
●島根総合福祉専門学校等の各種学校と連携し、それぞれの知
⾒を借りながら、福祉課題の解決を図ります。 

市 
社協 

地域福祉ネットワーク
形成 

●地域で活動する様々な団体が、協働して地域福祉課題の解決
に取り組めるよう、安来市社会福祉法人連絡会等関係機関と連
携し、団体のネットワークの形成を図ります。 

社協 
 

ボランティア団体の支
援 
 
 

●安来市ボランティアセンターを運営し、市⺠のボランティアに対する
理解と関心を深める活動を⾏うとともに、ボランティア活動者への
様々な支援を⾏うことで、ボランティア活動の活性化を図ります。 
●ボランティアコーディネート（マッチング）機能を充実させるととも
に、個人・団体のボランティア育成や幼少期からボランティアの心を育
めるような活動を推進することで、ボランティアに関心が持てるよう取り
組みます。 

市 
社協 

 

 



 

60  

取組 内容 叕当 
各種募⾦や寄付活動の
推進・資⾦調達の支援 

●市⺠や企業等に働きかけ、各種募⾦・寄付活動を促進し、住⺠
活動や福祉団体活動に資する財源の確保に努めます。 

社協 

各種募⾦や寄付活
動の推進・資⾦調達
の支援 

●市⺠や企業等に働きかけ、各種募⾦・寄付活動を促進し、住⺠
活動や福祉団体活動に資する財源の確保に努めます。 

社協 

地区社会福祉協議
会活動の支援 

●地区社会福祉協議会の活動が活発化するように、地域で活動
する団体や企業などと連携した取組を推進し、地区社会福祉協議
会への参加促進を支援します。 
●住⺠による地域福祉活動を推進するために、地区社会福祉協
議会に対し活動支援や財源の支援を⾏います。 
●地区社会福祉協議会や地区⺠生委員の運営に協⼒し、安来
市全体の地域福祉活動の在り方について協議します。 

社協 

社会福祉法人連絡
会の充実 

●市内で事業を⾏う社会福祉法人が参加し、情報交換や意⾒交
換を⾏う「安来市社会福祉法人連絡会」の活動を充実・活性化さ
せ、社会福祉法人に求められる地域における公益的な取組を検討
するとともに、法人同⼠の協働による福祉課題の解決に向けた取組
につなげます。 

社協 

事業所や企業への
働きかけ 

●事業者や企業が、地域福祉活動に協⼒し、社会福祉に貢献す
るよう積極的に働きかけます。 

社協 

 

【第２次総合計画策定時数値目標】 
評価項目 現状（平成３０年度） 目標（令和７年度） 

自治会加入率 ８２．３２％ 維持 ８２．３２％ 
ボランティア登録者数 ３１名 増やす ４３名 

 
【やすぎボランティア団体ネットワーク所属団体】（平成３１年４月１日現在） 

分 野 団体数 会員数 
保健・医療・福祉分野 ３団体 66 人 
環境保全分野 ４団体 125 人 
子どもの健全育成分野 ６団体 395 人 
文化・芸術・情報分野 ３団体 25 人 

計 16 団体 611 人 
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基本目標１ 人と地域を支える体制をめざす 
 

 

 地域のつながりの希薄化が進み、⼀人暮らしの高齢者の社会的な孤⽴が懸念されています。 
つながりの希薄化や社会的孤⽴は、閉じこもりや生活困窮、虐待などにつながるため、身近な場所で気
軽に過ごせる居場所づくりが必要です。 
 市、社会福祉協議会、地域、福祉事業所等が協働し、地域の居場所づくりを進めていくことが⼤切で
す。 
 

 

 

・積極的に交流センターの⾏事に参加しましょう。 
・交流センターや身近にある社会資源の有効活用について、地域の中で話し合ってみましょう。 
・地域の中で誰でも気軽に集まることのできる場所や機会をつくりましょう。 
 
 

 

・交流センター、公⺠館、集会所、既存施設や空き店舗の有効活用を考えましょう。 
・企業や社会福祉団体等は、可能な範囲で、所有する施設等を住⺠の地域福祉活動を⾏うためのス
ペースや、住⺠同⼠の交流スペースとして検討しましょう。 
 
 

 

 

取組 内容 叕当 

高齢者と子どもの
世代間交流 

●子どもから高齢者まで、幅広い年齢層を対象とした生涯学習・文 
化・スポーツ等の講座、イベントを開催し、世代間の交流を促進しま 
す。 
●地区内の子どもと高齢者が⼀緒に正月のしめ縄づくりを⾏うなど高
齢者が地域に息づく伝統文化を、子どもや地域の人々に伝えていく
活動支援やふるさと教育、各団体での活動を通じた高齢者と子ど
も、地域との交流を促進します。 

市 
社協 

地域活動への参
加・ふれあいの場
づくりの促進 

●障がい者が地域の活動に参加することで生きがいをもって生活が
できるよう、ボランティア活動や地域⾏事などに参加しやすい環境づく
りを進めます。 

市 
社協 

２．地域での居場所づくりの推進 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 
体験・交流活動
の推進 

●地域での子どもに対する体験・交流活動が推進できるよう、地域
との情報共有・連携を図り支援を充実させていきます。 

市 
社協 

子ども食堂推進
事業 

●市⺠・企業より寄せられるフードバンクの食料品をさらに活かせるよ
う、子どもから⼤人まで地域の人々が「食」を通しての交流を図ること
ができる「子ども食堂」が市内に普及していくよう、安来市社会福祉
法人連絡会の協⼒により取組みを進めています。4団体（4か所）
で定期的に開催しています。 

社協 

空き家や空き店
舗の活用促進 

●地域住⺠と連携を図りながら、空き家や空き店舗の把握に努め、
地域福祉活動や住⺠交流の拠点整備に向けて、空き家や空き店
舗の有効活用を促進します。 

市 
社協 

既存施設の活用
促進 

●障がい者の様々な活動の場である「安来地域活動支援センター
ステップ」などの福祉関連施設や、幼保園や学校などの地域とのかか
わりが深い施設が、地域福祉活動や住⺠交流、多世代交流の拠
点として活用できるよう環境を整えます。 

市 

コミュニティ施設整
備支援補助⾦・
地域トライアング
ル事業補助⾦の
交付 

●研修開発等の活性化事業、町おこし等の活性化事業等を⾏う
自治会をはじめとする⺠間団体に対し、「安来市コミュニティ施設整
備支援補助⾦」「安来市地域トライアングル事業補助⾦」を交付し
ます。  

市 

地域の居場所づ 
くりの推進 

●ミニデイ・ミニサロン事業活動による高齢者の居場所づくりを推進
し、介護予防の促進や個別課題の発⾒に努めます。 
●子どもの広場・子育てサークルや子ども食堂等、子育て中の親子
や若い世代が参加できる住⺠交流の場づくりを支援します。 
●これらの居場所を結びつけることで、多世代間の交流につなげま
す。 

市 
社協 

事業所や企業へ
の呼びかけ 

●社会福祉法人や企業等に対し、社会貢献活動の⼀環として地
域組織や地域福祉団体の地域福祉活動のために、可能な範囲で
所有する施設を開放するよう、協⼒を働きかけます。 

市 
社協 
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基本目標１ 人と地域を支える体制をめざす 
 
 

自死は、その多くが追い込まれた末の死です。自死の背景には精神保健上の問題だけでなく、過労、
生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤⽴などのさまざまな社会的要因があることが知られています。自
死に追い込まれるという危機は「だれにでも起こり得る危機」です。 
そのため、自死対策は「生きることの阻害要因（自死のリスク要因）」を減らす取組に加えて、「生きるこ
との促進要因（自死に対する保護要因）」を増やす取組を⾏い、まさに「生きることの包括的支援」とし
て推進することが重要です。包括的な取組を実施するためには、様々な分野の施策、関係者や関係機
関・団体が密接に連携する必要があります。 
  さらに、自死対策は、社会全体の自死リスクを低下させる方向で、「対人支援のレベル」「地域連携
のレベル」「社会制度のレベル」等、それぞれにおいて強⼒に、かつそれらを総合的に推進することが重要
です。それぞれの主体が果たすべき役割を明確化し、共有化した上で、相互の連携・協働の仕組みを構
築し、「誰も自死に追い込まれることのない安来市」の実現を目指します。 
 

 

 
・自死する誤った認識や偏⾒を払拭し、自分の周りにいるかもしれない自死を考えている人の存在に気
づき、思いに寄り添い、声をかけ、話を聴き、必要に応じて専門家につなぎ、⾒守っていくという自死対策
における市⺠⼀人ひとりの役割等についての意識が共有されることが⼤切です。 
・自死のリスクがある人を発⾒した場合は、⼀人で抱え込まず、「こころの相談窓口」等に相談しましょう。 
・自分自身が、精神的につらい場合や眠れない状態が続く場合は、かかりつけ医や専門の医療機関
（精神科・神経科・心療内科など）、「こころの相談窓口」や「いのちの電話」等に相談しましょう。 
 
 
【こころの相談窓口⼀覧】 

相談窓口 電話番号 受付時間 
島根いのちの電話（365 日） 0852-26-7575 月〜⾦曜 12︓00〜22︓00   

土曜 9︓00〜翌日曜 22︓00 
自殺予防いのちの電話 0120-783-556 （毎月 10 日）8︓00〜翌日 8︓00 
安来市福祉課 0854-23-3216 （平日）8︓30〜17︓15 
島根県⽴心と体の相談センター 0852-21-2885 （平日）9︓00〜17︓00 

 

 

 

３．自死を防ぐ社会づくり 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 
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・国や県、他の市町村、関係団体、⺠間団体、企業、そして市⺠が連携・協働し、⼀体となって推進
していくために、それぞれの主体が果たすべき役割を明確化し、共有化した上で、相互の連携・協働の
仕組みを構築していきましょう。 
・企業や事業者は、従業員のメンタルヘルス対策に取り組みましょう。 

 
 

 

 

取組 内容 叕当 

地域におけるネッ
トワークの強化 

●市ではすでに関係機関・団体で構成する安来市自死対策会議
と庁内関係課による安来市自死対策庁内連絡会議を開催し、横
の連携を深めていますが、さらなる連携強化に努めます。 

市 

自死対策を支え
る人材の育成 

●自死や自死関連事象に関する正しい知識を普及し、自死の危
険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要に応じて専門家
につなぎ、⾒守る、「ゲートキーパー」の役割を叕う人材等を養成しま
す。 

市 
社協 

市⺠への啓発と
周知 

●心の健康づくりの正しい知識やストレス対処法、さまざまな相談窓
口について、リーフレットの作成・配布を通じて普及・啓発を⾏ってい
きます。また、市⺠向けの講演会やイベント等を開催し、自死予防
の普及・啓発を⾏います。 

市 

生きることの促進
要因への支援 

●自死対策は、個人間や社会全体においても、「生きることの阻害
要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取
組を⾏うことです。こうした点を踏まえて、「生きることの促進要因」の
強化につなぎ得る様々な取組を推進します。「こころの健康相談」な
どの相談事業を⾏います。 

市 

相談窓口の周知 
●多くの人が目にする場所にパンフレット等の啓発物を設置し、心の
健康や相談窓口について周知を図ります。 

市 

 
【自死対策計画策定時数値目標】 

評価項目 現状（平成２９年度） 目標（令和５年度） 
ゲートキーパー養成講座受講
団体数 

３団体／年 
（４２名） 

増やす 

 
 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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基本目標１ 人と地域を支える体制をめざす 
 

 

 地域福祉を充実していくためには、自治会や交流センター、地区社会福祉協議会など既存の地域組
織の活動を活性化していくことが⼤切です。そのため、多くの人に、地域や福祉を「わが事」として関心を
持ち、地域組織の活動に関わりを持つことが⼤切です。 
 住⺠への福祉教育や学習機会の提供に取り組むとともに、地域交流の場や地域⾏事等、様々な機
会を捉えて、地域への愛着や福祉の心が育まれるよう働きかけを⾏ないます。 
 

 

 

・地域活動に積極的に参加しましょう。 
・市⺠に対し、地域活動の周知を図り、参加を呼びかけましょう。 
・交流センターなどで⾏なわれる各種講座に参加しましょう。 
 

 

 

・地区社会福祉協議会の活動に協⼒しましょう。 
・福祉学習の機会を提供しましょう。 
 

 

 

 

 

 

 

 

取組 内容 叕当 
地域住⺠への普
及啓発 

●市広報紙、ホームページ、やすぎどじょっこテレビなど様々な媒体を
利用して、地域福祉や福祉サービスに関する普及・啓発を図ります。 

市 

ふるさと教育、福
祉教育 

●子どもの豊かな人間性を育んでいくため、学校と地域が連携・協⼒ 
して、ふるさと教育、福祉教育を推進します。 

市 
社協 

福祉や人権に関
する研修会の実
施 

●住⺠を対象にした、地域福祉活動への関心や意欲を高めること
や、高齢者や障がい者への理解を深める研修会を実施することで、住
⺠の福祉意識の啓発を推進します。 

市 
社協 

４．地域福祉活動の啓発 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

福祉や人権に関
する研修会の実
施 

●交流センター等で実施する講座において、人権に関することや、福
祉や地域への愛着を育むようなテーマを設定し、住⺠に働きかけます。 
●住⺠を対象に、地域福祉活動への関心や意欲を高め、または高齢
や障害への理解を深める研修会等（あいサポート運動）を実施する
ことで、住⺠の福祉意識の啓発を推進します。 

市 

地域福祉活動の
普及啓発 

●広報誌「社協だより」の発⾏、ホームページ等を活用し、各地区の
地域福祉活動や市社協の活動を周知することで住⺠の福祉への理
解や関心を深めていきます。 

社協 

 
学校と連携した
福祉教育 
 

●児童・生徒が身近な地域に愛着を持ち、また福祉の心を育めるよ
う、小学校の「総合的な学習の時間」や中学校の「特別活動」におけ
る体験学習に、安来市の福祉部局や市社協が協⼒し、福祉学習の
機会を提供します。 

市 
社協 

人材発掘 ・ 地
域福祉活動への
参加促進 

●地域住⺠と連携し、地域福祉活動の新たな叕い手として、またはリ
ーダーとして活躍が期待できる潜在的な人材の発掘を支援します。 

市 
社協 

地域福祉活動や
ボランティア活動
に関する講座や
研修の実施 

●地域住⺠に対し、地域福祉活動やボランティア活動に関する研修
会等を実施します。 
●ボランティア活動を始めるきっかけとなり、活動者が増加するよう、ボ
ランティアセンター事業の内容の充実を図ります。 

市 
社協 

職員の地域福祉
活動の推奨 

●県社協等の研修会を通じて、職員に対して地域貢献の意義や必
要性を伝え、職員の意識向上を働きかけます。 
●職員が地域福祉活動に取り組みやすい職場環境の整備を図りま
す。 

社協 
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基本目標１ 人と地域を支える体制をめざす 
 
 
 要介護の高齢者が増加するなかで、介護人材の不⾜が⼤きな問題になっています。また、厳しい業務
に⾒合わない就労条件のなか、介護に従事している人の離職が⼤きな問題になっています。また、人口
減少社会で、労働人口が減少するなか、福祉関係従事者（介護職、相談・支援・指導員、保育⼠、
ホームヘルパーなど）人材の確保がますます難しくなっている状況にあり、人材の不⾜により、福祉サービ
スの提供や、質の低下など影響が出ています。 
 
 

 

・介護、福祉に関する研修等に積極的に参加しましょう。 
 

 

 

・事業者は、職員の離職の防止し、処遇改善、職場環境の整備に努めましょう。 
・事業者は、研修、セミナー等を実施し、職員のスキルアップを図りましょう。 
 

 

 

 

取組 内容 叕当 
島根県福祉人材 
センター等との連携 

●島根県福祉人材センター（島根県社会福祉協議会）、ハロー
ワークと連携し、就労相談、情報提供などを⾏います。 

市 
社協 

専門学校によるス
キルアップ講座 

●島根総合福祉専門学校等の各種学校と連携し、介護、福祉に
関する研修等を開催し技能の向上を図ります。 

市 
社協 

福祉人材の確保 

●あらゆる機会を活用し、福祉関係の有資格者、就労経験者、希
望者を把握確保する仕組みづくりを構築します。 
●⼤学、専門学校の学生等、医療、介護、福祉の実習を積極的
に受け入れを⾏い、地域で活躍できる人材の育成を支援します。 

市 
社協 

 

 
 

５．福祉関係に従事する人材の確保 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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基本目標２ 総合的な相談支援を推進する 
 

 

地域包括支援センター（安来市高齢者まるごと相談センター）は地域包括ケアシステムの中核的な
機関です。全ての高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、最期まで生きがいと尊厳をもって自分らしい
暮らしができる地域づくりを目指し、公正・中⽴な相談機関として高齢者の心身の健康保持及び生活の
安定のために必要な援助を⾏うとともに、保健医療の向上及び福祉の増進等包括的な推進に努めます。 

総合相談や生活支援アンケート調査等により明らかになった地域課題に対しては、社会福祉協議会
において制度外の生活支援事業等に率先して取り組むとともに、日常生活圏域における住⺠主体の介
護予防・助け合い活動を進める生活支援体制整備事業の支援に努めます。 
  
 

 
・高齢者福祉、介護保険など総合的な窓口として利用し、福祉に関する情報を得ましょう。 
・ひとりで悩まずに相談しましょう。 
・困っている人がいたら相談方法を教えてあげましょう。 
 

 

 

・地域包括支援センター等の活動について理解を示しましょう。 
・福祉に関する情報を提供しましょう。 
・相談を受けたら「高齢者まるごと相談センター」につなぎましょう。 
 

 

 

取組 内容 叕当 

地域ケア会
議の充実 

●地域ケア会議（個別・校区別）を通し、多職種連携のケアマネジメント 
支援を⾏います。 
●不⾜している社会資源・サービスの把握方法や情報収集の仕組みづくり 
を強化し、交流センター単位における、計画的な住⺠主体の「協議体」の 
設置促進を図り、地域課題の把握と共有により、住⺠主体の介護予防や 
多様な助け合い活動を活性化していきます。またその調整を役である「生活 
支援コーディネーター」の配置を進めていきます。 

社協 

総合相談業
務の推進 

●「地域共生社会」の実現に向け、庁内連携をはじめ、事業所、住⺠への
多様な啓発活動により「我が事」「丸ごと」理念の浸透を促進していきます。 

市 
社協 

１．地域包括支援センターの充実強化 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

多職種連携
の体制整備 

●在宅医療・介護連携は、「安来市在宅医療支援センター」（市医師会 
に委託）を中心に、⾏政及び地域包括支援センター等との連携による在 
宅医療・介護連携の課題共有を深めていきます。また、⾏政、地域包括 
支援センター、介護支援専門員協会等との連携による研修会等の実施を 
図っていきます。 

市 

高齢者を支
援する地域
活動の促進 

●市⺠による自主的な地域活動（ミニサロンや生活支援ボランティア事業
など）は、助け合いは、地域とのつながり、生きがいを創出し、地域づくりは
もとより、介護予防にも効果があり充実を図ります。 

市 
社協 

認知症施策
の推進 

●認知症の疑いのある人の早期発⾒・対応、適切なサービス利用や生活
環境の調整等を⾏います。特に、認知症疾患医療センター、認知症初期
集中支援チームとの連携により、認知症の人やその家族の状況に応じて必
要な医療や介護等が受けられるよう認知症ケア体制の強化に努めます。 

市 
社協 
 

正しい知識
の普及 

●地域全体で認知症高齢者や家族の生活を支える地域づくりのため、認
知症講演会や認知症サポーター養成講座の実施など、地域住⺠へ認知
症に関する知識の普及・啓発を⾏います。 

市 
社協 

地域ケア会
議の充実 

●地域包括支援センターが実施する「地域ケア会議」において、医療・介
護などの多職種が協働し、高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護
支援専門員の自⽴支援に資するケアマネジメントの点検・支援を⾏いま
す。 

市 
社協 

総合相談支
援体制 

●地域福祉に関わる多種多様な相談を⼀体的に相談できる総合相談窓
口開設し包括的相談支援体制の充実に向け市と協議検討します。 

市 
社協 
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基本目標２ 総合的な相談支援を推進する 
 

 

認知症、知的障がいその他の精神上の障がいなどによって判断能⼒が十分でない人の権利を守り、
財産管理、身上保護や意思決定を支援するため、成年後⾒制度の利用を促進する必要があります。 

住み慣れた地域で安心して生活が継続できるよう、成年後⾒制度の適切な利用を含む地域の権利
擁護支援のあり方を総合的に考え、住⺠を必要な権利擁護の支援につなげることが地域の仕組みづくり
が求められています。 
 
 

 

・人権学習等に参加し、基本的人権の尊重の意識を高めましょう。 
・権利擁護に関する研修等に参加しましょう。 
 

 

 

・医療、福祉関係事業所は、権利擁護の支援が必要な人を適切な期間につなげましょう。 
・企業や事業所は、従業員の研修に、人権の擁護に関するテーマを取り入れましょう。 
 

 

 

 

取組 内容 叕当 

日常生活自⽴支
援事業の実施 

●日常生活に不安のある高齢者や障がい者等（知的障がい、精
神障がい）が、住み慣れた地域、施設や病院などで安心して生活
できるよう、福祉サービスの利用援助、日常的⾦銭管理サービス、
書類等の預かりサービスなどを⾏ないます。 

社協 

成年後⾒制度の
利用支援 

●権利擁護の視点から支援が必要であると判断できる対象者の状
況把握に努め、成年後⾒制度の申⽴てに関する支援を⾏うととも
に、後⾒人の育成や法人後⾒等の検討を⾏います。 

市 
社協 

地域連携ネットワ
ーク 

●必要とする人が制度を利用出来るよう、各地域の相談窓口の整
備と権利擁護支援の必要な人を発⾒し適切な支援につなげる地域
連携の仕組みづくりを進めます。 

市 
社協 

 

 

２．成年後⾒制度の充実 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

中核機関の設置 
●地域連携ネットワークの中核となる「中核機関」を設置し、権利擁
護のための４つの機能（①広報、②相談、③制度の利用促進、④
後⾒人支援）について段階的に整備を進めます。 

市 
社協 

市⺠後⾒人の養
成 

●市⺠後⾒人の養成 ・ 育成を図ります。 
市⺠後⾒人が安心して活動できるよう、活躍の場となる権利擁護に
関する事業において、活動に対する相談体制を整えます。また、市
⺠後⾒人を対象としたフォローアップ研修等を実施し、知識の向上
やモチベーションの維持を図ります。 

社協 

法人後⾒事業の
推進 

●法人後⾒事業の実施について、引き続き権利擁護運営委員及
び受任審査会委員の助言を受けながら推進していきます。 

社協 
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基本目標２ 総合的な相談支援を推進する 
 

 
高齢者、障がい者に対する虐待やドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）が起こる背景として、子育てや

介護の疲れ、経済的な問題、精神的な疾患、社会的孤⽴など、加害者が生活上の問題を抱えている
ことが多く、被害者のケアが最優先ではありますが、加害者に対する支援も非常に重要です。 

専門機関が住⺠による⾒守り活動や様々な機関と連携し、住⺠の気づきをいち早くキャッチすることで、
虐待の未然防止や、被害者の早期保護につなげるよう努めます。 
 

 

 

・自分の周りで、「虐待かも」と感じたら、ためらわず関係機関に通報・相談しましょう。虐待に関する通報
は、「児童虐待防止法」、「高齢者虐待防止法」、「障害者虐待防止法」に定められた国⺠の義務です。 
 

 

 

・企業や事業者は、従業員に虐待防止に関する研修を受けさせましょう。特に福祉事業者は、施設内
で虐待が発生しないよう、研修体制や職場環境を充実させましょう。 
 

 

 

 

相談内容 通報・相談先 電話番号 受付時間 
夜間・ 
休日 

児 童 虐 待 に
関すること 

児童相談所 0852-21-3168 8:30〜17:15(平日)  
安来市子ども未来課 0854-23-3209 8:30〜17:15(平日)  

高 齢 者 虐 待
に関する 
こと 

安来市福祉課 0854-23-3224 8:30〜17:15(平日)  
広ÿ包括支援センター 0854-32-9110 8:30〜17:15(平日) 各センター

におかけく
ださい。 

安来包括支援センター 0854-27-7100 8:30〜17:15(平日) 

伯太包括支援センター 0854-37-1540 8:30〜17:15(平日) 

障がい者虐待
に関すること 

安来市福祉課 0854-23-3216 8:30〜17:15(平日)  

ＤＶに関する
こと 

⼥性相談センター 0852-25-8071 
8:30〜17:00(祝日・

休日・夜間を除く) 
 

安来市福祉課 0854-23-3295 8:30〜17:15(平日)  

３．虐待や DV から守るための支援 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

虐待やＤＶ等に関する通報・相談先 
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取組 内容 叕当 

高齢者虐待防止
ネットワーク 

●高齢者への虐待を未然に防ぐため、介護者の負叕軽減のための
支援とともに、虐待問題への意識付けを⾏います。虐待があった場
合には、発⾒から対応まで速やかに⾏えるように、相談・通報窓口
等のさらなる周知を図り、地域における高齢者虐待防止ネットワーク
を構築します。 
●虐待等により、高齢者を⽼人福祉施設等へ入所させることが必
要と判断した場合は、叕当部局に高齢者の状況等を報告し、対応
します。入所後も高齢者の状況を把握し、成年後⾒制度の利用な
ど必要なサービス等の利用を支援します。 

市 
社協 

講演会等の実施 

●⺠生委員・児童委員や関係機関職員等の資質向上のため、そ
れぞれの役割や課題、権利擁護に関する講演会、研修会等を開
催します。研修等の内容は、わかりやすく具体的なものとなるよう検
討し、関係者だけでなく市⺠に向けても開催していきます。 

市 
社協 

要保護児童対策
協議会 
子ども家庭総合
支援拠点 

●要保護児童対策協議会を中心として、地域、学校、児童相談
所、警察等の関係機関、団体との連携を図るためのネットワークを強
化します。 
●子ども家庭総合支援拠点を設置し、子ども家庭支援員を配置す
ることで、より専門的な相談対応を⾏います。 

市 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

市と市社協 の取組 
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基本目標２ 総合的な相談支援を推進する 
 

 

安来市社会福祉協議会では、高齢者をはじめ、生活困窮者や障がい者等、誰もが地域で安心、継
続して暮らせる地域づくりを目指し、既存の制度では対応できない安来市独自の新たな生活支援事業
に関する開発、実施を⾏なっています。 
 

 

 

・フードバンク事業に協⼒しましょう。 
・世代間交流事業に参加しましょう。 
 
 
 
・フードバンク事業に協⼒しましょう。 
・事業活動を通じ、新たなニーズの発⾒を⾒出しましょう。 
 

 

 

 

 

 

取組 内容 叕当 

フードバンク事業 
●様々な理由で廃棄されてしまう、まだ食べられる消費・賞味期限内の
食品を、市⺠や企業から寄贈していただき、生活困窮者世帯や子ども
食堂等へ無償で提供する取組みを実施しています。 

社協 

入居債務保証事
業 

●家賃等が継続的に支払えるにもかかわらず、入居保証人の確保が
出来ないために⺠間賃貸住宅への入居が困難な人を対象に、住居の
確保により生活再建の基盤を整えることを目的に支援を実施していま
す。 

社協 

子ども食堂推進
事業 

●市⺠・企業より寄せられるフードバンクの食料品をさらに活かせるよう、
子どもから⼤人まで地域の人々が「食」を通しての交流を図ることができ
る「子ども食堂」が市内に普及していくよう、安来市社会福祉法人連絡
会の協⼒により取組みを進めています。4 団体（4 か所）で定期的に
開催しています。 

社協 

４ 生活支援事業と権利擁護センターの運営 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

ごみ屋敷清掃支
援事業 

●様々な要因から、⻑年掃除をすることができない状態にある、生活に
困窮する高齢者および障がい者等を対象に、健康で自⽴した日常生
活を送れることを目的として支援しています。 

社協 

高齢者と子どもの
世代間交流 

●子どもから高齢者まで、幅広い年齢層を対象とした生涯学習・文化・
スポーツ等の講座、イベントを開催し、世代間の交流を促進します。 
●地区内の子どもと高齢者が⼀緒に正月のしめ縄づくりを⾏うなど高齢
者が地域に息づく伝統文化を、子どもや地域の人々に伝えていく活動の
支援やふるさと教育、各団体での活動を通じた高齢者と子ども、地域と
の交流を促進します。 

市 
社協 
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基本目標３ 安心して住み続けられるまちづくりをめざす  
 

 

災害、地震、風水害などの災害が発生した場合に、被害を最小限に抑えるためには、市⺠の状況や
特性に合わせて、迅速かつ的確な情報伝達や避難支援が⾏えるよう、市⺠と⾏政や関係機関が⼀体
となって、地域防災⼒を強化していく必要があります。 

また、市⺠⼀人ひとりが「自分の命は自分で守る」という「自助」の防災意識を高め、普段から災害に
備えておくことと、「自分たちの地域は自分たちで守る」という「互助」の意識の下、近隣の高齢者や障が
い者等の避難支援について、地域住⺠同⼠の支えあいの体制を整えておくことが、非常に重要となります。 
そのため、防災訓練や研修等を通じた市⺠の防災意識の啓発に取り組むとともに、日ごろからの隣近所
での声掛けや⾒守り、避難場所や避難経路の確認、災害発生時の支えあいの仕組みづくりを促進しま
す。 
 

 

 

・「防災マップ」などを活用し、地域の危険個所、避難場所、避難経路を住⺠同⼠で確認し、地域の中
の避難支援体制を整備しておきましょう。 
・自分の⼒で避難することが不安な人は、そのことを隣近所に話しておくとともに、「要援護者台帳」への
登録を申請しましょう。 
・災害発生時には、⾏政からの避難に関する情報に留意し、早めの避難を心がけましょう。 
 

 

 

・事業所での防災、避難訓練、研修等を実施しましょう。 

・企業や事業者は、災害発生時に、所有する施設等が福祉避難所や地域住⺠の避難所として活用で
きるよう、協⼒しましょう。 
 

 

 

取組 内容 叕当 

防災対策の普及
促進 

●防災に関する知識および対処法などについての啓発を図ります。ま
た、災害時における迅速な救助活動を⾏うため、緊急通報システムの
設置に努めるとともに、地域防災計画を随時⾒直します。 

市 

緊急時の情報提
供の充実 

●災害時には、⾏政告知端末やホームページ、携帯電話へのメール
サービスなどを活用して情報提供に努めます。 

市 

１．災害に備えた支え合い体制の構築 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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【第２次総合計画策定時数値目標】 
評価項目 現状（平成３０年度） 目標（令和７年度） 

自主防災組織数 ４５組織 増やす ５７組織 
 

 
 

取組 内容 叕当 

要援護者避難支
援制度の普及・
促進 

●災害時に自⼒での避難が困難な障がい者や高齢者などの要支援
者を把握するため、災害時等要援護者台帳を作成し、日常的に⺠
生委員・児童委員など関係機関と連携して要援護者の最新情報の
把握に努めるとともに、災害時の安否確認や避難支援、人命救助活
動を迅速に実施できる体制づくりを進めます。 

市 

避難生活におけ
る合理的な配慮
の推進 

●避難時には、障がいの特性に配慮した支援が提供できるよう、避難
所運営体制の整備を進めます。また、障がいへの理解不⾜により、不
利益な⽴場となることがないよう、避難障がいに対する理解について啓
発を⾏います。 

市 

防災訓練の充実 

●福祉避難所の開設・運営、⼀般避難所から福祉避難所への移
送、⼀般避難所内の福祉避難スペースの設置等、災害時避難⾏動
要支援者の避難支援を含めた防災訓練を実施します。訓練には、市
⺠の避難支援を⾏う福祉事業者に参加を呼びかけます。 

市 

災害時要援護者
台帳の仕組みの
⾒直し 

●災害時避難⾏動要支援者（要援護者）の個別支援プランの在
り方を⾒直し、効果的な活用や情報更新の仕組みを構築します。 
●個別支援プランと支えあいマップとを組み合わせて活用することによ
り、より効果的な避難支援につなげます。 

市 

自主防災組織の
結成促進 

●組織未結成の自治会に対する働きかけを⾏うとともに、出前講座に
よる防災知識や意識の普及啓発や、防災⼠の育成に取り組みます。 

市 
社協 

災害ボランティア
等の体制整備 

●⼤規模災害発生時に開設する「安来市災害ボランティアセンター」
運営体制の整備を⾏います。また災害ボランティアマニュアルの刷新を
図ります。 
●全国で発生する⼤規模災害被災地へ職員を派遣し、被災地支
援を⾏うとともに、災害に対応できる職員の育成を図ります。 

市 

安来市との協働
体制づくり 

●安来市等の関係機関、関係部局との協議により、災害時の役割
分叕等の明確化により、協働体制を構築します。 

社協 

災害時のボランテ
ィアについて 

●災害時対応マニュアルの策定と、ボランティアの養成及び研修によ
り、発災に即時対応できる体制の整備を⾏います 

社協 
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基本目標３ 安心して住み続けられるまちづくりをめざす 
 

 

 普段から安全、安心な生活をするためには、地域社会の中で、防犯体制を構築することが必要です。 
治安悪化の⼀因として、家庭や地域社会の結びつきが希薄になったことからも、隣近所で声を掛け合うこ
とも⼤切です。 
 また、地域の防犯⼒を高めるため、地域の防犯組織と連携し、子ども、高齢者等の⾒守り活動の充実
が⼤切です。 
 
 

 
・住⺠同⼠があいさつや声かけをしましょう。 
・防犯ボランティア団体に参加しましょう。（交通安全指導員、少年指導委員、防犯パトロール・⻘パト
隊など） 
・近所に住んでいる⼀人暮らしの高齢者など、心配そうな人の様子や、地域の生活上の課題などに目を
向けましょう。 
・地域の中で、地域の現状や課題について話し合う機会を設けましょう。 
・心配な人や世帯を⾒つけたら、⺠生委員・児童委員や相談機関に連絡しましょう。 
 

 

 

・交流センター、学校と連携しましょう。 
・地域防犯活動を支援しましょう。 
・業務・活動中に、心配な世帯や人を発⾒したら、相談機関に連絡しましょう。 
・地域課題の解決に向けた関係機関のネットワークに参加協⼒しましょう。 
 
 

 

取組 内容 叕当 
地域防犯対策の
推進及び防犯に
関する知識向上
のための取組 

●各防犯団体との連携を図り、関係機関との連絡・相談体制を強化
します。 
関係機関と連携し、防犯教室の実施、意識啓発に努めていきます。 

市 

地域での子どもの
⾒守り体制 

●地域と連携して、地域で子どもたちを⾒守る体制と意識を市内全
域に広げていきます。（子ども⾒守り隊） 

市 
社協 

２．防犯・⾒守り活動 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

ネット社会への対
応 

●子ども達が SNS 等のインターネット環境を有効に活用することができ
るように、学校教育に加えて地域との連携を図りながら、正しい知識の
普及啓発に努めます。 

市 

高齢者⾒守り協
定 

●高齢者の⾒守りについて下記の機関が集まり、定期的に連絡会を
開催しています。 
①安来市警察署、②安来市社会福祉協議会、③安来市⺠生委
員・児童委員協議会、④山陰中央新報販売店組合 

社協 

日常における安
来市⺠⾒守りに
関する協定 

●市⺠生活の安全に資するため、市と 14 の市内企業で、日常業務
などの中で市⺠を⾒守るとともに安全確保ができる連絡体制を構築す
ることを目的とした協定を締結しています。 
（⾦融機関、新聞販売店、農協、郵便局、社会福祉法人等） 

市 

⺠生委員・児童
委員と地域の⾒
守り活動の連携
促進  

●⺠生委員・児童委員と子どもの⾒守り隊等他のボランティア活動に
よる地域の⾒守りが、相互に補完しあい、課題を抱える世帯の情報が
支援機関に届けられる仕組みを構築します。 
●⺠生委員・児童委員等による地域の⾒守り活動により、地域で課
題を抱える世帯の情報が支援機関に届けられるよう連携強化を図り
ます。 

市 
社協 

高齢者の⾒守り
支援の充実 

●地区⺠生委員による地域の高齢者世帯の⾒守り援助活動を推進
するとともに、安来市包括支援センターと情報共有を密にし、高齢者
世帯の抱える困りごとの早期発⾒を図ります。 

市 
社協 

地域団体のネット
ワーク形成の支
援 

●地域に関わる団体が、地域福祉課題の解決に向けて協働できるよ
う、安来市社会福祉法人連絡会等と連携し、団体のネットワークの形
成を図ります。 

社協 

地域アセスメント
による課題の発
⾒・共有 

●生活支援協議体等による住⺠参加ワークショップやアンケート調査
の実施等、地域に関する客観的指標や社会資源に関する調査・分
析を⾏うことにより、地域に抱える課題を関係機関と共有します。 

社協 
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基本目標３ 安心して住み続けられるまちづくりをめざす 
 

 

 高齢者や障がい者を含めすべての人が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、生活基盤の
整備・充実が必要です。 
 障がいの有無にかかわらず生活が可能な環境整備を目指して、「人に優しいまちづくり」をすすめていき
ます。 
 

 

 

・様々な心や体の特性を持っている人のことについて、理解を深めましょう。 
・地域でＳＯＳを発信している障がい者に対し積極的に声をかけましょう。 
 

 

 

・ノーマライゼーションの理念の下、障がい者に対する合理的配慮の提供や、その人の特性に合わせた環
境整備に努めましょう。 
・障がい者の法定雇用率を遵守しましょう。 
 
 

 

 

 

 

取組 内容 叕当 

公共施設のバリ
アフリーの推進 

●ユニバーサルデザインの考え方のもと、島根県や関係機関、⺠間事
業者と連携し、公共施設・交通機関・歩道・公園などについて、障が
い者や高齢者・乳幼児などを抱える家族などの利便性を考慮した計
画的な整備・改善に努めます。 

市 

移動支援事業

などの推進 

●屋外での移動が困難な障がい者に対する移動支援のニーズの的
確な把握に努め、支援方法を検討するとともに、移動支援事業や⾏
動援護などのサービス提供の拡充に向けて、事業者に働きかけます。 

市 

思いやり駐⾞場
の整備 

●障がい者などの自動⾞による移動が円滑に⾏われるよう、公共的
施設などにおける身体障害者等用駐⾞場（愛称「思いやり駐⾞
場」）の整備に努めます。 

市 

３．福祉環境の整備 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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【第２次総合計画策定時数値目標】 
評価項目 現状（平成３０年度） 目標（令和７年度） 

公営住宅の⼀定のバリアフリ
ー整備率 

３０％ 増やす ４２％ 

 

 
 

取組 内容 叕当 

バリアフリー・ユニ
バーサルデザイ
ンの推進 

●「バリアフリー法」に基づき、高齢者や障がい者に配慮した駅やバス
ÿ留所、歩道橋の整備やノンステップバスの導入を推進するなど、誰も
が安全・快適に公共交通を利用できる環境の整備に努めます。 
●「バリアフリー法」に基づき、公共建物は新築、増築、改修⼯事を機
に、ユニバーサルデザインを取り入れた公共施設のバリアフリー整備に
取り組みます。 

市 

優先調達の推
進 

●障害者就労施設で就労する障がい者や、住宅で就業する障がい
者の経済的な自⽴を進めるため、障害者就労施設から物品などの優
先的な調達を推進します。 

市 
社協 

 
合理的配慮の
提供 
 
 
 

●障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別
解消法）に基づき、障がい者に対する差別的扱いの禁止と、合理的
な配慮の提供に率先して取り組むとともに、社会全体での取り組みに
つながるよう、市⺠や企業に広く啓発を⾏います。 
●合理的配慮の提供は、障がい者のみならず、高齢者や妊婦等、配
慮が必要と思われるあらゆる人を対象として取り組みます。 

市 
社協 

芸術・スポーツ
の 場 ⾯ で の 活
躍の場の提供 

●総合文化ホールアルテピアでのイベント、総合文化祭・美術展、な
かうみマラソンなど、様々な場⾯で、その人に合わせた活躍の場を提供
します。 

市 
社協 

ファミリーサポー
トセンター事業
の実施 

●住⺠活動による子育て支援として、会員同⼠が有償にて相互援助
活動を⾏うファミリーサポートセンター事業を推進します。 
●住⺠の様々なニーズに対応できるよう、援助者の少ない地域を含
め、会員増加への取り組みを図ります。 

市 
社協 

高齢者生活支
援介護ボランテ
ィアの促進 

●サロンの補助者としてボランティア活動を⾏う「高齢者生活支援介
護ボランティア事業」への参加を促進し、高齢者の介護予防や社会参
加、生きがいづくりにつなげます。 

市 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

高齢化、単身高齢者の増加、地域社会の脆弱化などで、助け合いによる生活支援の重要性が高ま
っています。助け合いは、地域とのつながり、生きがいを創出し、地域づくりはもとより、介護予防にも効果
があるといえます。 
 市⺠による自主的な地域活動（ミニサロンや生活支援ボランティアなど）は、地域包括ケアの深化・
推進、認知症施策の推進などにおいて重要な役割を果たす土台となるものであり、今後も地域活動のき
っかけづくりや様々な場⾯における地域活動促進のサポートの充実を図ります。 

また、認知症対策においては、「認知症施策総合推進事業」の体制強化を図り、従来に増して認知
症に対する理解の促進を図るとともに、よりきめ細やかな相談支援と専門的な初期集中支援により、効
果的な認知症ケアの推進に努めます。 
 
 

 

・普段から健康管理に努め、健康寿命の延伸に努めましょう。 
・高齢者生活支援ボランティア養成講座、高齢者生活支援ボランティアポイント支援事業、認知症サポ
ーター養成講座など、積極的に受講しましょう。 
 
 

 

・ひとり暮らしの高齢者や、高齢者のみの世帯を支える仕組みづくりを協⼒して進めていきましょう。 
・高齢者の生きがいづくり、社会参加活動を応援していきましょう。 
 
 
 

取組 内容 叕当 
高齢者を支援す
る地域活動の促
進 

●市⺠による自主的な地域活動（ミニサロンや生活支援ボランティ
ア事業など）、助け合いは、地域とのつながりや生きがいを創出し、
地域づくりはもとより、介護予防にも効果があり充実を図ります。 

市 
社協 

認知症施策の推
進 

●認知症の疑いのある人の早期発⾒・対応、適切なサービス利用
や生活環境の調整等を⾏います。特に、認知症疾患医療センタ
ー、認知症初期集中支援チームとの連携により、認知症の人やその
家族の状況に応じて必要な医療や介護等が受けられるよう認知症
ケア体制の強化に努めます。 

市 
社協 

１．介護予防・認知症対策 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

介護支援ボランテ
ィアの促進 

●高齢者がポイントをためることを楽しみながら、介護施設の補助者
としてボランティア活動を⾏う「介護支援ボランティア制度」への参加を
促進し、高齢者の介護予防や社会参加、生きがいづくりにつなげま
す。 

市 

正しい知識の普
及 

●地域全体で認知症高齢者や家族の生活を支える地域づくりのた
め、認知症講演会や認知症サポーター養成講座の実施など、地域
住⺠へ認知症に関する知識の普及・啓発を⾏います。 

市 
社協 

 

【高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定時数値目標】 
評価項目 現状（平成２９年度） 目標（令和２年度） 

介護認定を受けていない高
齢者の割合 

７８．８％ ７９．３％以上 

生活支援ボランティア養成講
座の受講者数（累計） 

２２６人 増やす ３７６人 

認知症サポーター養成講座の
受講者数（累計） 

３，５８１人 増やす ５，０００人 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

子育て支援充実のために保健・医療・福祉・教育・労働等、多岐にわたる取組が求められます。その
ために、関係部局間の連携を深め、総合的な施策の推進を図っていく必要があります。あわせて、国・県
等の関係機関や地域との連携強化に努め、子育て支援施策の計画的な推進を図ることが求められてい
ます。 
 

 

 
・保護者は、子どもとのスキンシップやコミュニケーションを通して、明るい家庭を築くとともに、子どもの成⻑
に応じて適切に係わっていきましょう。 
・家庭では、男⼥が協⼒して子育てを進めることが⼤切であり、⼥性だけが子育てに⼤きな負叕を負うこ
とがないようにしましょう。 
・子どもにとっての地域は、生活を営んでいく上での重要な場です。子どもは、地域との係わりの中で社会
性を身につけ、成⻑していきます。そのため、すべての子どもが、地域住⺠との交流を通じて健全に成⻑で
きるよう、地域全体で支援していきましょう。 
・地域全体で子育て家庭を支え、子どもの可能性を広げるために、地域住⺠⼀人ひとりが、互いに協⼒
しながら子どもの健全な成⻑を支援していきましょう。 
 
 

 

・働いているすべての人が、仕事時間と生活時間のバランスがとれる働き方、多様な働き方を選択できる
ように、働きやすい職場環境をつくりましょう 
・事業者自身が、働きやすい職場環境をつくるよう努めるとともに、働く人々がワーク・ライフ・バランスの考
え方を持つようにしましょう。 
 
 
 
取組 内容 叕当 

放課後児童
クラブ 

●地域と連携して、ニーズに応じた放課後児童クラブの体制整備に努めます。 
●放課後子ども総合プランに基づいた放課後児童クラブの充実を図ります。 
●各クラブ間での連携を支援し、柔軟な受入体制を検討していきます。 

市 

子育て支援
センター 

●子育て支援センター、つどいの広場を引き続き、子育ての拠点施設と位置づ
け、相談・情報提供・交流の場としての機能を強化していきます。 

市 

２．子育て支援 

市⺠⼀人ひとり家庭・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

経済的負叕
の軽減 

●幼児教育・保育の無償化による新たな支援を始めとして、様々な形で経済 
的負叕の軽減を図っていきます。 
●中学生までの医療費無料を初めとした安来市独自の支援を継続していきま
す。 

市 

子育て支援
センター 

●様々な子育て相談に対応するために、子育て支援センターを設置し、相談
体制の強化を⾏うとともに、関係機関との連携を図り適切な支援へとつなげて
いきます。 

市 

⺟子健康包
括支援セン
ター 

●安心して妊娠・出産・子育てができる環境を目指して、安来市⺟子健康包
括支援センターを開設し、妊娠・出産・子育て期に至るまでの切れ目のない支
援を実施します。 

市 

病児・病後
児保育事業 

●⼀時預かり、病後児保育のサービスを引き続き⾏っていくとともに、病児保育

を実施します。また、「安来市幼児教育・保育施設医療相談支援センター」を

設置し、幼稚園・保育所（園）・認定こども園からの医療的な相談に対応し

ていきます。  

市 

保 育 サ ー ビ
スの充実 

●ニーズにあわせた体制を整備し、待機児童ゼロを継続し、安心・安全な幼児
教育・保育サービス提供のために、計画的な整備を⾏っていきます。また、関係
部署、幼児教育・保育施設との連携を図り、円滑なサービス提供に努めます。 

市 

ファミリーサポ
ートセンター
事業の実施 

●住⺠活動による子育て支援として、会員同⼠が有償にて相互援助活動を
⾏うファミリーサポートセンター事業を推進します。 
●住⺠の様々なニーズに対応できるよう、援助者の少ない地域を含め、会員
増加への取り組みを図ります。 

市 
社協 

 
 
【第２次総合計画策定時数値目標】 

評価項目 現状（平成３０年度） 目標（令和７年度） 
子育て支援センター利用者数
（つどいの広場利用者含む） 

５８８人／月 増やす ７６３人／月 

放課後児童クラブ数 １３か所 増やす １７か所 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

全体の障がい者数は年々減少していますが、精神障がい者数は増加傾向にあります。人口減少が
進む中、精神障がい者数が増加している背景には、「発達障がい」や「うつ病」などの言葉が⼀般に浸透
してきたことによって、これまで表⾯化していなかった障がい者が顕在化してきたことが考えられます。 
 身体障がい者数は減少し続けていますが、その 80％を高齢者が占めている現状を鑑みると、中高年
齢者の増加による障がい者数の増加だけでなく、高齢者の超高齢化による障がいの重度化が予想され
ます。 
 特別支援学級や障がい者雇用など、障がい者を受け入れる環境は少しずつですが整ってきています。
⼀方、障がい者の地域生活を支援するための障害福祉サービスについては、本市において提供されてい
ないサービスもあることから、近隣市町との連携が必要です。また、障がい者の実状や動向に注視して、サ
ービスの過不⾜について検証、検討する必要があります。 
 

 

 

・障がい者への理解を深め、障がいのある人もない人も、共に手を携えて生活していける地域社会を目
指しましょう。 
・障がいなどに関する正しい理解と認識を深めましょう。 
 

 

 

・障がい者の理解を深め、障がいのある人もない人も、共に手を携えて生活していける地域社会を目指
しましょう。 
・障がいなどに関する正しい理解と認識を深めましょう。 
・企業や事業者は、障がい者の特性を正しく理解し、専門の相談機関と相談しながら、就労の促進に努
めましょう。 
・ノーマライゼーションの理念の下、障がい者に対する合理的配慮の提供や、その人の特性に合わせた環
境整備に努めましょう。 
・福祉関連事業者は、利用者本位で、利用者に真に必要なサービスの提供を心がけましょう。 
 

 

 

 

 

３．障がい者福祉 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 
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【【第２次総合計画策定時数値目標】 

評価項目 現状（平成３０年度） 目標（令和７年度） 
福祉施設の入所者の地域生活へ
の移⾏者数 

２人／年 維持 ２人／年 

福祉施設利用者の⼀般就労への
移⾏者数 

１人／年 増やす ３人／年 

 

取組 内容 叕当 

相談支援体制の
強化 

●相談支援事業者と連携し、福祉サービスの利用支援や日常生
活全般の相談対応、専門機関への紹介など、⼀人ひとりの状況や
生活のあり方などに対応した、情報提供及び相談支援体制の充実
を図ります。また、相談窓口の周知に努めることで、だれもが相談で
きる体制を整備します。さらに、基幹相談支援センターをはじめ各種
機関との連携を図り、情報を共有して、専門的な相談や助言を⾏う
ことができる体制の強化に努めます。 

市 

障害者等総合支
援協議会による
連携の強化 

●安来市障害者等総合支援協議会において、困難事例への対応
のあり方や、相談支援専門員の資質向上のための協議を⾏うととも
に、地域の関係機関の連携を強化し、きめ細やかに対応できる体制
を整えます。 

市 

障害福祉サービ
スなどの充実 

●個々の障がい者のニーズ及び実状に応じて、適切な障害福祉サ
ービスや地域生活支援事業の提供を図るとともに、情報提供を⾏い
サービスの利用促進に努めます。また、制度や福祉サービスなどの情
報収集を日常的に⾏い、最新情報が提供できるよう努めます。さら
に、サービスの質の確保および向上のため、従事者の資質向上に関
する研修会などの情報提供や、事業者に対する助言などの支援を
⾏います。 

市 

療育体制の充実 
●障がい児が早期段階から障がいや心身の発達の状況に応じて療
育指導が受けられるよう、関係機関との連携による情報交換や協⼒
体制づくりを推進します。 

市 

障がい者の職業
的自⽴の推進 

●障がい者の⼀般就労に向けて、就労移⾏支援や就労継続支援
を通して、就労の機会の提供や⼀般就労に必要な知識や能⼒の
維持・向上に対する支援を⾏います。 
また、事業所やハローワークなどと連携し、障害者試⾏雇用事業
（トライアル雇用事業）や障害者インターンシップ事業などの周知・
利用を推進し、企業が障がい者を⼀定期間試⾏的に雇用する機
会を増やすことで、本格的な雇用に向けた支援を⾏います。 

市 

市と市社協 の取組 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

生活困窮の背景として、経済的な困窮にとどまらず、虐待、依存症、性暴⼒被害、知的障がい、発
達障がい、精神疾患、多重債務、介護など多様な問題を複合的に抱えることが多い傾向が挙げられま
す。生活困窮者対策は、生活困窮者自⽴支援法に基づく自⽴相談支援事業において、包括的な支
援が必要であり、現在社協が中心となって各事業に取り組んでおります。 

また、貧困を次の世代に連鎖させない取り組みが必要であり、生活困窮世帯やひとり親世帯の子ども
に対する学習支援や居場所づくり、保護者に対する相談支援や生活指導等の支援を充実させる必要
があります。 
 

 

 

・地域で支援が必要な人に寄り添い、できる範囲でのお手伝いや⾒守りなどの⾏動をしましょう。 
・地域で支援が必要な人のＳＯＳに早期に気づき、⺠生委員・児童委員や市、社協などに連絡・相談
しましょう。 

・⺠生委員・児童委員を中心に、地域で支援が必要な人の把握に努めましょう。 
 
 

 

・福祉関連事業者は、利用者本位で、利用者に真に必要なサービスの提供を心がけましょう。 
 

 

 

 

 

 

 

取組 内容 叕当 
生活福祉に関す
る相談 

●経済⾯、心理的な不調、就労等の福祉に関するさまざまな相談に
対応し、生活困窮者の問題解決方法を相談者とともに考えます。 

市 
社協 

生活困窮者自⽴
支援事業（自⽴
相談支援事業）
  

●就労その他の自⽴に関する相談を受け、必要な情報の提供・助言
を⾏います。生活困窮者の抱えている課題を評価・分析し、ニーズに
応じた支援が計画的かつ継続的に⾏われるよう、個別に自⽴支援計
画を策定します。 

社協 

４．生活困窮者支援 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 
生活困窮者自⽴
支援事業（住居
確 保 給 付 ⾦ 事
業） 

●離職または自営業を廃業した方で、就労能⼒及び意欲のある人の
うち、住宅を喪失またはその恐れのある方に対して、家賃相当分の給
付⾦を支給するとともに、就労機会の確保に向けた支援を提供しま
す。 

市 

生活困窮者自⽴
支援事業（家計
相談支援事業） 

●家計の支援、貸付の斡旋が必要な生活困窮者に対して、家計に
対する相談・家計管理に関する指導、貸付の斡旋を⾏います。 

社協 

生活困窮者自⽴
支援事業（就労
準備支援事業） 

●生活リズムが崩れている、就労意欲が低下しているなどの理由により
直ちに就労することが困難な者に対し、⼀般就労に向けて必要な支
援を⾏います。 

社協 

生活困窮者自⽴
支援事業（学習
支援事業） 

●子どもに対する学習や日常生活の自⽴支援が必要な者に対し、学
習および日常生活の自⽴の支援を⾏います。 

市 

フードバンク事業
  

●緊急的に食料品などが必要となった者に対し、食料品や日用品の
提供を⾏い支援します。 

社協 

安来市社会福祉
法人連絡会 
 

●市内のすべての社会福祉法人（市社協を含む 10 法人）の連携
による地域貢献の取組みを進めるため H27 年に設⽴されました。各
法人施設の協⼒により事業展開を⾏なっています。特に「ふくし何でも
相談」では生活困窮に係る相談が最も多いですが、下記の事業連携
により、相談者に対し緊急支援を効果的に実施しています。 
①ふくし何でも相談事業、②生活困窮者等緊急⼀時生活費給付・
用品給付事業、③生活困窮者等現⾦貸付事業、④生活困窮者
等の就労に向けた社会参加・就労体験の受け入れ、⑤フードバンク
事業への協⼒、⑥新たな制度外の生活支援サービス等の開発（こと
も食堂支援など）等 

社協 

子どもの貧困対
策 

●「子どもの学習支援事業」により、生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援はもとより、日常的な生活習慣、仲間との居場所づくり、進
学や高校進学者の中退防止に関する支援など、子どもと保護者の双
方に必要な支援を⾏います。 

市 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

  高齢社会を豊かで活⼒あるものにするためには、元気な高齢者が地域社会の中で、自らの経験や知
識・技能を生かせる環境が必要です。 
 団塊の世代が高齢期を迎える本格的な高齢社会を間近に控え、高齢期を地域や社会との関わりの
中で、いきいきと健やかに送ることができるように、生涯学習・文化活動や就労支援、地域での交流の機
会の充実を図ります。 

また、高齢化の進⾏により、今後、高齢者の就労ニーズも高まると予測されます。豊富な経験や能⼒
を地域に還元できる仕事に就くことも、生きがいづくりの１つの方法であることから、高齢者の働く機会づく
りを支援します。 
 

 

 

・公⺠館活動やサロン等に参加することで、介護予防や健康増進に努めましょう。 
・シルバー人材センターや⽼人クラブに参加し、退職後の生きがいを⾒出しましょう。 
 
 
 

 

・高齢者の雇用に協⼒しましょう。 
・シルバー人材センターや⽼人クラブの活動について理解を示しましょう。 
 

 

 

 

取組 内容 叕当 

⽼人クラブ活動 

●安来市⽼人クラブ連合会は、平成 31 年３月末現在で 91 クラ
ブ、会員数 3,079 人で構成され、友愛と奉仕の実践を通じて社会
貢献活動の⼀翼を叕うよう健康づくりや介護予防支援、地域支え
合い事業等を⾏っています。 
●今後は、クラブへの参加を促しながら若手会員を中核として組織
の全般的な若返りを図るとともに、会員が居住する地域を中心とした
活動を支援していきます。 

市 

 

５．高齢者と生きがい対策 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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取組 内容 叕当 

シルバー人材セン
ター 

●安来市シルバー人材センターは、（定年）退職後の生きがいづく
りや社会参加を希望する高齢者へ就業の場を提供するとともに、地
域ニーズに応える派遣事業などに取り組んでいます。 
●買い物支援や育児サービスなど、地域を支える事業にも積極的に
取り組んでいます。単身・⽼人単独世帯に対しシルバーならではの
支援を考え取り組んでいきます。また、高齢者が気軽に⽴ち寄れる
場所としてのセンターを目指していきます。 
●今後も、安来市シルバー人材センターの活動に対する支援を⾏
い、高齢者の生きがいや健康及び地域福祉の推進を図り、活⼒あ
る地域づくりを目指していきます。 

市 

ミニサロン等の充
実 

●ミニデイ・ミニサロン活動にて⾏う介護予防の取組について、情報
提供や講師派遣などの支援を⾏うことで高齢者の健康づくりを促進
していきます。 
●生活支援ボランティア養成講座を開催し、ミニデイサービス、ミニサ
ロンでボランティアを⾏う人同⼠の交流や連携を図るとともに、活動
内容についての助言や介護予防活動を紹介するなどサロン活動の
充実を図ります。 

市 
社協 

 

【第２次総合計画策定時数値目標】 
評価項目 現状（平成３０年度） 目標（令和７年度） 

シルバー人材センターへの加入
者数 

２９０人 維持 ３００人 

安来市⽼人クラブ連合会への
加入者数 

３，０７９人 維持 ３，０００人 

【高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定時数値目標】 
評価項目 現状（平成２９年度） 目標（令和７年度） 

ミニサロン、ミニデイサービスの参
加者数（年間延べ人数） 

１１，８２５人 増やす １７，０００人 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

日本の平均寿命は、生活環境の改善や医学の進歩により急速に延び、今や世界有数の⻑寿国とな
っています。 

⼀方で急速な人口の高齢化が進み、食生活の乱れや運動不⾜等の生活環境やライフスタイルの変
化等によって疾病構造が変化し、疾病全体に占める悪性新生物（がん）、虚血性心疾患、脳血管疾
患、糖尿病等の生活習慣病の割合が増えてきました。今後、介護を必要とする人の増加も予測され、
いかに健康寿命の延伸を実現することができるかが重要となっています。 
 こうした本格的な少子高齢社会を迎える中、いつまでも地域でいきいきと暮らすための健康づくりや介
護予防、子どもの健やかな成⻑の支援、いわゆる各ライフステージに沿った生涯を通じた健康づくりは、地
域社会を維持する上で重要な役割を叕っています。 
 

 

 

・⼀人ひとりが毎日の生活の中で、健康によい生活習慣の学習を重ね、自分たちの健康状態を知り、実
践を心がけましょう。 
・定期的に、各種健康診査や、がん検診等の検診を受診しましょう。 
・家族そろって望ましい食習慣を身につけましょう。 
・家族は、お互いに理解し、支えあい、コミュニケーションを図り、ともに取組を進めるようにしましょう。 
 

 

 

 

・⾏政や関係機関との連携を図りながら、健康診査や教育の機会の確保等に努め、働く人たちの健康
を促進し、健全な心身を築く支援を心がけましょう。 
・職場環境の改善に努め、明るい職場の環境をつくりましょう。 
・従業員の健康管理、健康づくりに努めましょう。 
・地区健康推進会議を中心に地域の組織・団体等との連携を図りながら、健康で豊かな地域を育みま
しょう。 
・食に関する様々な体験の場を提供しましょう。 

 
 
 
 

６．健康づくりと食育の推進 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 



 

93  

 

 

 

取組 内容 叕当 

各 種 健 診 （ 健
診）の推進 

●各医療保険者による特定健診や各種がん検診の意義を啓発
し、健診（検診）の受診率の向上を図るとともに生活習慣病予防
に向けての生活改善や疾病の早期発⾒・早期治療に努めます。 

市 

健康づくりの推進 
●健康教育や健康相談の充実を図り、障がい者を含めた市⺠の健
康に対する意識を啓発し、疾病の予防と健康づくりを推進します。 

市 

安来市健康推進
会議 

●市⺠の健康状態を把握し、その効果的な対策と指導方法の確
⽴を目指し、各関係機関及び団体等との連携を図り、健康づくりの
推進に向けて、安来市健康推進会議を設置しています。27 の関係
機関・団体と 24 の地区健康推進会議で構成され、地区健康推進
会議で構成する地区保健部会を始め、ライフステージに沿って、親
子保健部会、成人保健部会、⻑寿保健福祉部会を設置し、生涯
を通じた健康づくりを支援しています。また、働き盛り世代の健康づく
りを進めていく上で重要な、職域との連携を図るため、産業保健部
会も設置し、連携を図っています。 

市 

生涯を通じた健
康づくり 

●⺟子保健から学校、職域、成人、高齢者の健康づくりまで、それ
ぞれのライフステージに応じた健康づくりを支援します 

市 

健康を支援する
環境づくり 

●⼀人ひとりの健康意識の向上に向けた普及・啓発と健康づくりに
かかわる関係機関・団体との連携を図り、地域全体の健康づくりを
支援する環境づくりに取り組みます。 

市 

住⺠主体の地域
活動の推進 
 

●地域、職場、学校及び関係機関等と連携し、地域における主体
的な健康づくり活動を支援するために、安来市健康推進会議、各
地区健康推進会議の活動の充実を図ります。              

市 

食育の推進 

●市⺠や関係団体などと⾏政が協働し、ライフステージの視点も取り
入れながら、食育の推進に取り組んでいきます。また、情報提供・発
信や人材育成をはじめ、市⺠が食育をより実践しやすくするための環
境を整備します。 

市 

 

 

 
 

市と市社協 の取組 
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基本目標４ 地域の福祉課題に取り組む 
 

 

犯罪や非⾏をした人の中には、様々な生きづらさを抱え、⽴ち直りに多くの困難を抱えています。そうし
た人たちの更生を図るには、その生活の場である地域社会の人々の温かい理解と援助が必要です。 

また、社会復帰促進のためには、就労、住宅確保、保健医療、福祉などの支援を、関係機関が協⼒
連携して⾏うことが必要です。罪を犯した人の再犯を防止し、安全・安心な地域づくりを進めていきます。 

なお、この「再犯防止施策の推進」の取組みについては、再犯の防止等の推進に関する法律第８条
第１項に基づき策定する「地方再犯防止推進計画」とします。 
 
 

 

・更生保護のボランティアである、保護司、更生保護⼥性会（更生支援活動を⾏う⼥性ボランティア）、
ＢＢＳ会（⻘年ボランティア団体）で活動してみましょう。 
・犯罪をした人や非⾏のある少年の改善更生について理解を深めましょう。（“社会を明るくする運動”な
どの犯罪予防活動） 
 
 

 

・協⼒雇用主（対象者の事情を理解した上で雇用し、改善更生に協⼒する⺠間の事業主）となり協
⼒しましょう。 
 

 

 

 

 

取組 内容 担当 

更生保護ボランテ
ィアの確保と活動
を支援 

●市のホームページや広報紙で、保護司、更生保護⼥性会、ＢＢ
Ｓ会などの更生保護ボランティア団体の活動を紹介し、市⺠に周
知、理解促進を図ります。 
●更生保護の活動拠点である「やすぎ更生保護サポートセンターセ
ンター」の運営等を支援します。 

市 

更生保護に関す
る広報・啓発活
動 

●“社会を明るくする運動”関係⾏事開催に向けた支援を、関係機
関、関係団体とともに継続し、再犯防止、更生保護に関する理解
を促進します。 

市 
社協 

７．再犯防止施策の推進 

市⺠⼀人ひとり・地域 に期待すること 

企業・事業者・団体 に期待すること 

市と市社協 の取組 
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更生保護ボランティアに関するデータ（平成３１年４月１日現在） 
名 称 人数等 備 考 

保護司 ３３名  
更生保護⼥性会 ２３０名 安来地区 63 名・広ÿ地区 78 名・伯太地区 89 名 
協⼒雇用主 １１社  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

取組 内容 担当 

就労、住居等の
支援 

●関係機関と連携し、就労に向けた支援を⾏います。 
●協⼒雇用主の優遇措置を実施します。 
●保護観察対象者の市営住宅への優先入居等福祉的な配慮を
⾏います。 

市 
社協 
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１．用語解説 

本計画書における、主な用語を解説しています。 

【アセスメント】介護や障がいのサービス提供や生活困窮者等への支援にあたり、その人の身体状況、精神状
況や生活環境、背景や要因を含め、ケアプラン等の作成や、今後の支援に必要な⾒通しをたてるために、事前
に把握、評価、分析を⾏うこと。 
 
【あいサポート運動】様々な障がいの特性や障がいのある人が困っていることや必要な配慮を理解し、日常生
活でちょっとした配慮を実践し、誰もが暮らしやすい地域社会（共生社会）を推進する運動。 
 
【一般介護予防】要支援者等も参加できる住⺠運営の通いの場の充実等、全ての高齢者が介護予防に取り
組みやすい環境づくりを進めるための事業。介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業等。 

 
【ＮＰＯ（エヌピーオー）】Non-Profit Organization の略。⺠間の非営利組織で、ボランティア団体等の
市⺠活動団体や公益を目的とした公益法人、社会福祉法人、医療法人、福祉公社等の営利を目的としな
い団体。 

 

 
【介護予防】高齢者が要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止を目的
として⾏うもの。 
 
【介護予防支援】要支援１・２の認定者が、介護予防サービス等を適切に利用できるよう、ケアプラン（介護
予防サービス計画）の作成、サービス事業所等との連絡調整などを⾏う。 
 
【介護予防・生活支援サービス事業】市町村が主体となって実施する地域支援事業の⼀つ。要支援者等に
対し、訪問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス等。 

 
【介護予防・⽇常生活支援総合事業】市町村の判断で利用者の状態・意向を踏まえ、介護予防、生活支
援（配食・⾒守り等）、権利擁護、社会参加も含めて総合的で多様なサービスを提供する事業。 

 
【協議体】日常生活圏域ごとに設置され、多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による資
源開発等を推進する場のこと。 
 

 【協⼒雇⽤主】犯罪や非⾏をした人を雇用し、自⽴を支援している事業者。 
 

あ 

か 
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【基幹相談支援センター】障害者自⽴支援法（現・障害者総合支援法）の改正により、相談支援体制の
強化を目的として 2012 年４月から設置されることとなった施設。地域の相談支援の拠点として専門職員を
配置し、障がい者（身体、知的、精神）の支援について総合的な相談業務を実施し、地域における相談支
援の中核的な役割を叕う機関。 

【ケアマネジメント】利用者の生活課題（ニーズ）と社会資源とを調整、あるいは結びつけることにより、地域で
の生活を継続的に支援していくこと。 

 
【ゲートキーパー】専門性の有無に関わらず、自死の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に
気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、⾒守る）を図ることが期待される人のこと。 
 
【健康寿命】健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間 
 
【権利擁護】認知症高齢者や知的障がい者等で判断能⼒が十分でない人に対して、福祉サービスの利用援
助や⾦銭管理等の援助などを⾏うこと。 
 
【⼦育て支援センター】子育て家庭等に対する育児不安等についての相談、子育てサークル等への支援などを
通して、地域の子育て 家庭に対する育児支援を⾏なうことを目的とした期間。 
 
【⼦ども食堂】子どもに対し、無料又は安価で栄養のある食事や暖かな団らん、居場所を提供する取組み。子
どもに限らず、 その他の地域住⺠を含めて対象とする取組みを含む。 
 
【合計特殊出生率】その年における１５歳から４９歳までの⼥性の年齢別出生率（出生数／⼥性人口）
を合計したもの。⼀人の⼥ 性が⼀生の間に生む子どもの数を表す指標。 
 
【合理的配慮】障がい者が社会的障壁を感じずに生活できるよう、過度の負叕のない範囲で求められる配慮。
合理 的配慮も提供は、⾏政には義務付けられ、⺠間事業者は努⼒義務とされている。 

 
【高齢化率】高齢者の人口比率。65 歳以上の人口を総人口で除した比率のこと。 
 
【高齢者買い物支援事業】買い物が困難な高齢者世帯を対象に、ボランティア団体による配達支援を⾏い、
住み慣れた地域で⾒守りを含めた買い物支援を⾏う。 
 
【高齢者虐待】高齢者の心身に傷を負わせる人権侵害の⾏為を意味する。殴る蹴るなどの身体的虐待、のの
しる、無視するなどの心理的虐待、食事を与えないなどの介護や世話の放棄・放任、財産を勝手に使うなどの
経済的虐待、性的虐待がある。 

 
【更生保護】犯罪や非⾏をした人が地域社会で⽴ち直れるように支援するとともに、犯罪や非⾏のない社会を
作るための事業・活動。更生保護の基本法として「更生保護法」がある。 
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【更生保護⼥性会】⼥性としての⽴場から地域の犯罪・非⾏の予防活動、子育て支援など様々な活動を⾏っ
ている。 
 

 

【災害時要援護者】高齢者や心身に障がいのある人、子どもや妊婦など、必要な情報を迅速かつ的確に把握
し、災害から自らを守るために安全な場所に避難するなど、災害時において適切な防災⾏動をとることが特に困
難な人。 

【災害時要援護者台帳】非常時における避難⾏動の支援を円滑に⾏うことを目的として、災害時要援護者
（高齢者、障がい者等）の同意を得て必要な情報を登録した台帳。防災課、⺠生委員・児童委員に提
供。 

【自主防災組織】災害発生時に、迅速に付近住⺠の誘導や救出活動、消化活動などの初期活動を⾏い、
被害の拡⼤を防ぐことを目的に結成される住⺠の自主防災組織。主に自治会単位で結成される。 

 
【市⺠後⾒人】⼀般市⺠の成年後⾒人。講習等で成年後⾒に関する知識を習得した親族以外の市⺠によ
る後⾒人のこと。 

 
【住⺠主体】地域の問題を解決していくためには住⺠が主体となっていくべきであるという考え方。社会福祉協
議会は、「住⺠主体の原則」を活動の原則としている。 

 
【社会資源】社会システムの中にある財や資源で、ソーシャルワークでは、福祉ニーズを充⾜させるものをいう。資
⾦や設備とどまらず人的資源、知識なども含まれる。 
 
【社会福祉事業の経営者】社会福祉法に定められている社会福祉事業を経営する者。社会福祉事業には、
入所型の社会福祉施設や利用型のデイサービスセンター、障害者福祉サービス事業などが含まれる。 

 
【社会福祉協議会】社会福祉法において、地域福祉を推進する中核的な役割を叕う団体として位置づけられ
た組織。⾏政や関係機関等と連携して、地域福祉活動の推進、ボランテイアの育成、福祉教育の推進などを
⾏なっている。 

 
【自助、互助、共助、公助】 
自助…市⺠（住⺠）⼀人⼀人（あるいはその家族）ができること。 
互助…市⺠（住⺠）同⼠が協⼒し合えば（組織的に共同して）できること。 
共助…市⺠（住⺠）や市⺠（住⺠）組織と⾏政や専門機関等が協⼒し合えばできること。 
公助…⾏政や専門機関がすべきこと。 

 

さ 
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【シルバー人材センター】高齢者に対して、生きがいづくりや技能の活用等を目的に、地域社会での臨時的・短
期的な仕事を提供するために設⽴された団体。 
【障がい者地域生活支援センター】障がいのある人が地域で安心して生活していくために、生活支援専門員が
必要となる各種サービス利用等のため、相談支援・調整などを⾏う機関。 
 
【生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）】関係者のネットワークや既存の取組・組織等を活用し
ながら資源の開発、ネットワークの構築、ニーズと取組のマッチング等の調整を⾏う人。 

 
【生活支援ボランティア養成講座】介護保険・高齢者福祉、レクリエーション、高齢者の尊厳、法制度などのカ
リキュラム履修を義務付けている。修了者は、ボランティアポイント事業に登録して活動ができる。 

 
【成年後⾒制度】契約における判断能⼒が不十分な人について、その能⼒を補充するために代理人等を定
め、その人が取引社会の犠牲とされることを防ぐための制度。法定後⾒は、補助、補佐、及び後⾒の３段階に
分かれている。 

 
【生活困窮者自⽴相談支援事業】生活困窮者からの相談に包括的に応じ、生活困窮者の抱えている課題
を評価・分析した上でその課題を踏まえた自⽴支援計画を作成し、必要な支援を⾏う事業。安来市は市社
協へ委託している。 
 
【総合的な学習】小・中学校においては平成１４年度から、高等学校においては平成１５年度から本格的に
実施された教育課程の新しい制度。各学校が地域や学校の実態に応じて創意⼯夫して特⾊ある教育活動を
展開する時間。 

 

 
【団塊の世代】戦後の第⼀次ベビーブーム期（昭和 22 年から昭和 24 年頃）に生まれ、日本の高度成⻑
期とともに育った世代とされる。2025（平成 37）年には、全ての団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者と
なり、他の世代と比較してその人口規模が⼤きいことから、年⾦や保険、医療費など様々な分野に影響が出る
ものと考えられている。 

 
【地域福祉活動計画】地域における問題や住⺠ニーズなどを背景にして、それらを解決していくために住⺠や⺠
間団体等の活動に関する計画をまとめたもの、 

 
【地区社会福祉協議会】地域住⺠が相互協⼒し、社会福祉の増進を目指して市社協とともに活動していくた
めに設置された組織。各公⺠館（交流センター）区域に組織されており、地域福祉活動に関わる様々な地
域活動者や団体で構成されている。 

 
【地区少年指導委員】関係機関、団体の推薦により市⻑が委嘱及び任命し、子どもの安心安全のために、地
区ごとにまとまって街頭指導や子どもの⾒守り、安全パトロール、環境浄化活動等を⾏う。 

た 
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【地域ケア会議】地域の実態に応じ、個別課題解決に必要と思われる本人、家族、⺠生・児童委員、住⺠
組織、専門多職種等で構成する会議を開催し、高齢者個人に対する自⽴支援の充実と同時に地域包括ケ
アシステムの体制整備を進めるための会議体。 

 

【地域支援事業】介護保険制度において、被保険者が要介護状態や要支援状態となることを予防するととも
に、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自⽴した日常生活を営むことができるよ
う支援するため、市区町村が⾏う事業。「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意事
業」からなる。 
 
【地域包括ケアシステム】介護状態となっても、全ての高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、最期まで生き
がいと尊厳をもって自分らしい暮らしができるよう医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的、⼀体的に確
保される体制であり、今日的な介護の基本理念となっている。 

 
【地域包括支援センター】地域における高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために必要な援助を⾏うこ
とを目的として設けられた施設。主な業務は、①包括的支援事業（介護予防ケアマネジメント業務、総合相
談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務）、②介護予防支援、③要介護
状態等になるおそれのある高齢者の把握などで、保健師、社会福祉⼠、主任介護支援専門員等の専門職が
配置されている。 

【ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）】配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴
⼒。 

 

 

【⽇常生活圏域】高齢者が住み慣れた地域で生活を持続することができるようにするため、市町村内にいくつか
に設定される生活圏域。 

 
【認知症カフェ】認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解しあう
場。 

 
【認知症サポーター養成講座事業】地域や職域において認知症の人と家族を支える認知症サポーターを養成
し、認知症に対する正しい知識の普及と地域の⾒守りネットワーク体制を強化する。 

 
【認知症初期集中支援チーム】サポート医、看護師などの専門職から構成される。認知症が疑われる人や、認
知症の人、その家族を訪問し、アセスメントや家族支援など初期の支援を包括的・集中的（おおむね６カ月）
に実施する。 

 

な 
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【認知症対応型共同生活介護】認知症高齢者に対し、共同生活を営む住居において、食事・入浴・排せつ
等の介護、その他の日常生活上の支援及び機能訓練を⾏うサービス。 

 
【認知症対応型通所介護】認知症高齢者を対象に、指定された施設において、入浴や食事の提供その他の
日常生活上の支援や機能訓練を⾏う。 

 
【認知症地域支援推進員】認知症の人やその家族を支援する相談業務等を⾏う。 

 
【認定率】高齢者に占める要介護等認定者の割合。 
 
【ノーマライゼーション】すべての人が、障がいの有無、年齢、性別などに関わらず、地域で日常的な生活を送る
ことが普通の社会であるという考え方。 

 

 

【バリアフリー】高齢者・障がいのある人等が社会生活をしていく上で、物理的、社会的、制度的、心理的など
の障壁（バリア）を除去（フリー）する考え方。 
 
【８０５０問題】８０代の親と収入のないひきこもりの５０代の子の世帯が、収入が途絶え、社会的に孤⽴
した状態に陥っている社会問題。 
 
【ＢＢＳ会】兄や姉のような身近な存在として少年たちと触れ合い、悩みの相談に乗るなど様々な更生保護の
活動を⾏うボランティア団体。  

 
【ファミリーサポートセンター】地域において育児や介護の援助を受けたい人と⾏いたい人が会員となり、育児や
介護について助け合う会員組織。 

【福祉教育】すべての人を個人として尊重し、思いやりの心を持って接する態度を育て、助け合い、共に生きてい
ける人間の育ÿを目指す教育。市⺠社会形成のために社会福祉の価値・理念などについて実践を通じて学ぶ
こと。 

【福祉のまちづくり】高齢者や障がい者をはじめとして、だれもが安心して安全に暮らせるように、まちをバリアフリ
ー化したり、住⺠の意識を含めて制度や施策などさまざまな条件を整えたりする活動や考え方のこと。 

 
【フードバンク】品質には問題ないが、市場に流通させることができない食品を企業等からもらい受け、必要とし
ている施設や団体、困窮世帯等に無償で提供する活動。 

 
【福祉避難所】災害発生時、⼀般の避難所では避難生活が困難な高齢者や障がい者等の特別な配慮を必
要とする避難者のために開設される避難所。 

は 
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【法人後⾒事業】社会福祉法人などの法人が成年後⾒人等になり、個人の成年後⾒人等と同様に、判断
能⼒が不十分な人の保護等を⾏う事業。法人の職員が法人を代理して後⾒事務を⾏うもの。 

 
【保護司】法務⼤⾂が委嘱した更生保護のボランティアで、犯罪や非⾏をした人の⽴ち直りを助けるとともに、犯
罪予防の活動に取り組んで地域の安全・安心に貢献している。 

 
【保護観察】仮釈放者などで保護観察になった人の更生を助けるための処遇方法で更生保護の中心となるも
の。保護観察官と保護司が協働してこれを⾏う。 

 

 
 
【ミニデイサービス】65 歳以上で介護保険の認定を受けていない人等を対象とし、月１回交流センターで、地
区のボランティアにより開催し、介護予防に効果のある簡単な運動等を⾏う。 

 
【ミニサロン】65 歳以上の人を対象に、月１回半日程度の高齢者の集いを開催し、軽い体操等を⾏い、閉じ
こもりの防止、社会参加を促進する。 

 
【⺠生委員・児童委員】⺠生委員法に基づき、厚生労働⼤⾂から委嘱され、地域の人々の福祉に関する問
題（生活上の問題、高齢者・障害者福祉等福祉全般）についての相談を受ける人。児童福祉法による児
童委員も兼ねており、児童の福祉に関する相談にも応じている。 

 

 

【安来市在宅医療支援センター】在宅医療、介護連携支援に関する相談機関であり、安来市が主体となり、
安来市医師会に業務委託を⾏っている。市、地域包括支援センター、医療施設、介護事業所などの多職種
と連携し、地域の医療や介護を支える仕組みを構築する。 

 
【安来市高齢者生活支援ボランティアポイント事業】在宅生活を支援するために⾏ったボランティア活動に対し
て、ボランティアポイントを付与し、１人年間５,０００円を上限に対価を支払い、活動参加や生きがいづくりを
促すことで、高齢者自身の介護予防につなげる。 

 
【ユニバーサルデザイン】全ての人が使いやすいように考慮してつくられた建物や製品、情報通信技術などのデザ
インのこと。 

 
【要介護認定】介護サービス等を利用するために、要支援１・２、要介護１〜５の区分を決定する。訪問調
査の結果をコンピュータで判断する⼀次判定と、主治医の意⾒書を加えて医療や福祉の専門家が判断する二

ま 

や 
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次判定の結果によって決定される。 
 

【要配慮者】高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦など、災害時において特に配慮を要する人。 
 

【要保護児童対策地域協議会】市町村が設置する、虐待を受けた子どもをはじめとする要保護児童（保護
者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）に関する情報の交換や支援を
⾏うために協議を⾏う場。 
 

 

【⽼人クラブ】 「⽼人福祉法」第 13 条において「⽼人の福祉を増進することを目的とする事業を⾏う者」とし
て位置づけられている地域を基盤とする高齢者の自主的な組織。おおむね 60 歳以上を対象に日常的に声を
かけ合い、歩いて集まることのできる小地域の範囲で組織している。 

 

【我が事・丸ごと】高齢化や人口減少が急速に進み、人々の生活領域における支え合いの基盤が弱まってきて
いる中、制度・分野ごとの縦割りや「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住⺠や地域の多様な主体が
『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住⺠⼀人ひとりの暮
らしと生きがい、地域をともに創っていく『地域共生社会』の実現に向けて取り組んでいくこと 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ら 
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２．第２期計画前後の⾏政（健康福祉部・社協）の動き 

※注︓(福)福祉課・(介)介護保険課・(子)子ども末来課 
(い)いきいき健康課・(社協)社会福祉協議会    

 

平成２５年度  

４月   障害者総合支援法施⾏（障害者自⽴支援法の改正）（福） 
安 来 市 障 害 者 等 総 合 支 援 協 議 会 設 置 （安 来 市 地 域 自 ⽴ 支 援 協 議 会 の廃 止 ）
（福） 

７月   地域包括支援センターはくたサブセンター設置（介・社協） 
 

平成２６年度  

４月   成年後⾒制度法人後⾒支援事業を社協に委託（福・社協） 
子ども・若者総合支援員１名配置（福） 

３月   第６期安来市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定（介） 
 

平成２７年度  

４月   安心生活基盤構築事業（平成２７年〜３０年）市から受託（社協） 
地域包括支援センターやすぎサブセンター設置（介・社協） 
生活困窮者自⽴支援法(福)、自⽴相談支援事業を直営実施（福） 
家計相談支援事業を社協に委託し実施（福・社協） 
フードバンク事業（社協）、清掃支援事業（社協） 
子ども・子育て支援新制度スタート（子） 
幼保連携型認定こども園荒島運営開始（子） 
はじめての子育て教室（子） 
生活支援ニーズに関する実態調査（社協） 
生活支援協議体試⾏的取り組みを⾏う（赤屋地区、比田地区） 

６月   社会福祉法人連絡会設⽴（社協） 
７月   子育て応援サイト事業開始（ママフレ開設）（子） 

総合相談・生活支援システムの構築（ふくし何でも相談会）市から受託（社協） 
２月   安来市生活支援・介護予防サービス提供主体等協議体（市全域）設置（介） 

赤屋地区生活支援協議体設置（介） 
３月   特定相談支援及障害児相談支援事業所廃止（相談支援事業所数５→４） 

思春期保健連絡会⽴ち上げ（子） 
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平成２８年度  

４月   認知症初期集中支援チーム設置（介・社協） 
      地域密着型通所介護の創設（介） 
      認知症地域支援推進員配置（介・社協） 
      生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業を NPO 法人眞知子農園に委託し実施 

（福） 
生活支援体制整備事業（介・社協） 
８保育所（飯梨・⼤塚・布部・比田・安田・井尻・赤屋）が保育所型認定こども園に

移⾏（子） 
広ÿ保育所と広ÿ幼稚園が統合し保育所型認定こども園広ÿへ移⾏（子） 
特定不妊治療費助成事業（子） 
おたふくかぜ予防接種費用助成事業（子） 

６月   生活支援コーディネーター配置（第１層・市全域）（介・社協） 
１月   高齢者生活支援ボランテイア養成講座（介・社協） 
 

平成２９年度  

４月   骨髄移植ドナー支援事業助成⾦施⾏（い） 
安来市在宅医療支援センターを安来市医師会に委託し設置（介） 
障がい者の基幹相談支援センターをステップに委託し設置（福） 
生活困窮者自⽴相談支援事業等を社協に委託（福・社協） 
生活困窮者及び被保護者等就労準備支援事業等を NPO 法人眞知子農園に委託

（福） 
新しい介護予防・日常生活支援総合事業（現⾏相当）を開始（介） 
赤江保育所をやすぎ福祉会へ業務委譲。幼保連携型こども園あかえこども園（子） 
新生児聴覚検査費用助成事業（子） 
出産記念品事業（フォトフレーム贈呈）（子） 

５月   高齢者生活支援ボランテイアポイント事業開始（介・社協） 
３月   第７期安来市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定（介） 

安来市国⺠健康保険第１期データヘルス計画策定（い）    
安来市第３期障がい者基本計画策定（福） 
第５期安来市障害福祉計画及び第１期安来市障害児福祉計画策定（福） 

 

平成３０年度  

４月   島田幼稚園及び能義幼稚園を島田こども園、能義こども園として幼稚園型こども園へ 
移⾏（子） 
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居宅介護支援事業所の指定権限が島根県から安来市へ移譲（介） 
介護医療院の創設（介） 

６月   新しい介護予防・日常生活支援総合事業（訪問Ｂ・訪問Ｄ）を開始（介） 
自⽴支援型ケアマネジメント会議開始（介） 

12 月  地域包括支援センター評価の試⾏的実施（介） 
1 月   ⺟子保健検討会⽴ち上げ（子） 
3 月   安来市自死対策計画策定（い） 
 

平成３１年度・令和元年度  

４月   城谷保育所をせんだん会へ業務委譲（子） 
風疹抗体検査・第５期定期予防接種（風疹の追加的対策）（い） 

   地域包括支援センター評価の実施（介） 
６月   十神地区生活支援協議体設置（介） 
７月   荒島地区生活支援協議体設置（介） 
８月   安来市地域包括支援センターの愛称「高齢者まるごと相談センター」を設定（介） 

⼤塚地区生活支援協議体設置（介） 
９月   ＡＩを活用したケアプラン点検開始（介） 
１月   親子交流センター⼀時移転（子） 
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３．第２期計画以降の検討委員会の経過 
 
平成２６年度  
【平成２７年３月２６日】  
・安来市地域福祉計画（第２期計画）策定 
 
平成２７年度  
・策定初年度 
・地域福祉活動計画が未策定のため、検討委員会を実施しなかった。 
 
平成２８年度  
【平成２９年３月２３日】 
・安来市地域福祉活動計画について 
・安来市生活支援事業に対する第三者評価の実施について 
・市街地における生活支援アンケート調査について（中間報告） 
・平成２８年度「地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業」事業実施状

況 
 
平成２９年度  
【平成３０年３月２３日】 
・安来市地域福祉活動計画の進捗状況について 
・安来市生活支援事業に対する第三者評価の実施について 
 
平成３０年度  
【平成３１年３月２６日】 
・安来市地域福祉活動計画の進捗状況について 
・安来市第３期障がい者基本計画について 
・安来市第７期高齢者福祉計画・介護保険事業計画について 
・安来市生活支援事業に対する第三者評価の実施について 
 
平成３１年度・令和元年度  
【令和元年１１月２０日】 
・安来市第２期地域福祉計画策定以降の経過及び評価について 
・安来市第３期地域福祉計画・地域福祉活動計画について 
 
【令和２年１月３１日】 
・安来市第３期地域福祉計画・地域福祉活動計画（素案）について 
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４．安来市地域福祉計画検討委員会設置要綱 
 
 （設置） 
第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定に基づく安

来市地域福祉計画の策定及び策定後の管理等を⾏うため、安来市地域福祉計
画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 
第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）安来市地域福祉計画案の策定に関すること。 
（２）前号の策定のために必要な調査及び検討に関すること。 
（３）安来市地域福祉計画の管理、評価及び⾒直しに関すること。 

 （組織） 
第３条 委員会は、委員１８人以内で組織する。 
２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市⻑が委嘱する。 

（１）社会福祉に識⾒を有する者 
（２）福祉に関する市内の団体の代表者 
（３）福祉サービス提供事業者の代表 
（４）前３号に掲げるもののほか、市⻑が適当と認める者 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が⽋けた場合における補
⽋委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、委員に委嘱されたときの要件を⽋くに至ったときは、委員の職を失うものと
する。 

 （委員⻑及び副委員⻑） 
第４条 委員会に委員⻑１人及び副委員⻑１人を置き、委員の互選によりこれを

定める。 
２ 委員⻑は、会務を総理し、委員会を代表する。 
３ 副委員⻑は、委員⻑を補佐し、委員⻑に事故があるとき、又は委員⻑が⽋けたと

きは、その職務を代理する。 
 （会議） 
第５条 委員会の会議は、委員⻑が招集し、委員⻑がその議⻑となる。ただし、委員

の委嘱後最初の会議は、市⻑が招集する。 
２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 
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３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議⻑の決す
るところによる。 

４ 前項の場合において、議⻑は、委員として議決に加わることができない。 
 （関係者の出席等） 
第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意

⾒を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 
 （部会）  
第７条 委員会は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。 
 （庶務） 
第８条 委員会の庶務は、福祉叕当課において処理する。 
 （その他） 
第９条 この告示に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市⻑が別に定め

る。 
   附 則 
１ この告示は、平成２１年 7 月２４日から施⾏する。 
２ この告示の施⾏の日以後、最初に委嘱される委員の任期は、第３条第３項の

規定にかかわらず、平成２３年３月３１日までとする。 
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５．安来市地域福祉計画検討委員会委員名簿  
(任期︓平成 31 年 2 月１日〜令和 3 年 1 月 31 日） 

区     
分 

組織・名称・所属 役 職 氏 名 備考 

社
会
福
祉
प
⾒
識
॑

有
す
る
者 

学 校 法 人  広 瀬 学 園  島 根 総 合 福 祉 専
門学校 

校⻑ 堅田 知佐 会⻑ 

安来市⺠生児童委員協議会 会⻑ 岡屋 榮六 副会⻑ 

安来市身体障害者福祉協会 会⻑ 石倉 刻夷  

安来市⽼人クラブ連合会 会⻑ 安達 紘二  

福
祉
प
関
す
る
市
内
भ
団
体
代
表
者 

安来市健康推進会議 副会⻑ 須藤 操  

安来市交流センター連絡協議会 
副会⻑ 原 治男 〜R1.5.31 

副会⻑ 細田 昇 R1.6.1〜 

安来市自治会代表者協議会 
幹事 ⻑谷川 照正 〜R1.5.31 

幹事 横山 康 R1.6.1〜 

⼀般社団法人 安来⻘年会議所 
理事⻑ ⼤和 晃介 〜R1.12.31 

理事⻑ 木下 淳 R2.1.1〜 

安来市ＰＴＡ連合会 
会⻑ 安部 慎 〜R1.5.31 

会⻑ 遠藤 浩明 R1.6.1〜 

福
祉
१
␗
অ
५
提
供
事
業
者
भ
代

表
者 

社会福祉法人 安来市社会福祉協議会 事務局⻑ 田中 正美  

安来市⽴病院 地域連携室 室⻑ 竹田 裕司  

社会医療法人 昌林会 
介護⽼人保健施設 昌寿苑 

次⻑ 廣江 隆能  

社会福祉法人 せんだん会 
特別養護⽼人ホーム やすぎの郷 

施設⻑ 梅林 ⼤三朗  

社会福祉法人 やすぎ福祉会 事務局⻑ 尾形 太  

島根県農業協同組合やすぎ地区本部 
JA しまね やすぎ福祉サービスセンター 

施設⻑ 山岡 茂子  
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６．安来市地域福祉計画検討委員会事務局名簿  

 

組織・名称・所属 役 職 氏 名 

安来市健康福祉部 次⻑ 髙木 肇 

安来市健康福祉部福祉課地域福祉係 

係⻑ 石原 陽介 

主幹 仁田 奈央子 

主幹 ⾜達 まり子 

主事 岩田 夏奈 

安来市社会福祉協議会 
主査 谷口 広⾏ 

主幹 野口 光雄 
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あ と が き 
 

近年の急速な高齢化・核家族化の進展や少子化に伴う人口減少といった社会情
勢のなか、生活困窮やひきこもりなど多様化・複雑化した問題を抱える世帯の増加に
加え、地域における人間関係も希薄化しています。 

地域包括ケアシステムの推進、地域共生社会を理念として、市⺠⼀人ひとりが尊
重され、誰もが自分の役割と生きがいを持って、「我が事」「丸ごと」として地域福祉活
動に参加し、住み慣れた愛着のある地域で、共に生き、助け合いが出来る環境が⼤
切であり、こうした背景から、第３期地域福祉計画・地域福祉活動計画を策定いた
しました。 

このたびの計画は、安来市社会福祉協議会の活動計画と統⼀性を持たせ、福祉
の課題解決に向けた、施策の推進を図るものにしており、これからの５年間は、進捗状
況、施策の検証を⾏いながら、必要に応じて計画の⾒直しを図ってまいります。 

今年は、東京オリンピック・パラリンピックが開催されます。障がい者施策に対する市
⺠意識の醸成が図られ、共生社会に対する理解が深まることが期待されている⼀方で、
団塊の世代の方々が７５歳となる「２０２５年問題」も目前に控えております。 

地域福祉の視点に⽴った、ボランティアや相談支援体制などのサービスを「縦割り」か
ら「丸ごと」へ転換することが⼤切ではないかと考えております。支え合いながら地域社会
で共に暮らしていくことが日常となるように、「ふだんの、くらしの、しあわせ」である地域福
祉を通じて地域共生社会のまちづくりを進めてまいります。 

最後に、策定に携わっていただき、貴重なご意⾒、ご提言をいただいた委員の皆様
をはじめ、関係者の皆様に感謝申しあげますとともに、今後ともご理解とご支援を賜りま
すようよろしくお願いいたします。 
 

令和２年３月 
 

       安来市地域福祉計画検討委員会事務局 
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